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まえがき 

 

 2024年３月に閣議決定された「第９期北海道総合開発計画」（以下「９期計画」という。）は、2

つの目標を掲げている。 

 

目標１ 「我が国の豊かな暮らしを支える北海道」 

北海道が、高い食料供給力、魅力的な観光資源、豊富な再生可能エネルギーという特有の資源・

特性を活かして我が国が直面する課題の解決に貢献する 

 

目標２ 「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造」 

食料供給等の北海道の価値は、主に地方部、すなわち「生産空間」から生まれることを踏まえ、

生産空間を維持・発展し、そこに人々が住み続けられる地域社会を維持していく 

 

 

 これらの目標の実現に向け、道路が果たすべき役割は大きい。 

 国土面積の約５分の１を占める北海道では、都市間距離が本州以南の２～３倍と長く、生産空間にお

いて散居の居住形態を有している。こうした地域構造のもとでは、農水産物をはじめとする産品の輸

送、観光客の周遊、生産空間における定住環境の整備等、効率的で信頼性の高い道路交通を実現するこ

とが強く求められる。 

 

 道路行政の領域では、2023年 10月の社会資本整備審議会道路分科会国土幹線道路部会の「高規格

道路ネットワークのあり方 中間とりまとめ」を受け、関連政策が「WISENET 2050・政策集」とし

て発表された。 

 WISENETは、サービスレベル達成型の道路行政への転換、道路空間のネットワークを活用した我が

国の課題解決と価値創造への貢献を指向する政策集である。柔軟な発想で道路のサービスレベルを改

善していく考え方や道路空間を活用して物流、エネルギー、食料安全保障等の社会課題に対応するアイ

ディア等、北海道の特性に適合しやすく、９期計画の問題意識に通底する内容も多い。 

 

 ９期計画が描く北海道の未来を目指し、WISENET に示された道路行政の方向性を取り入れること

により、北海道の道路行政を先進的に、効果的に、積極的に推進していく。その方針を今日までの積み

重ねを踏まえ、データや事実を交えて具体的に示すことが本書の目的である。本書が目指す北海道の道

路ネットワークは「共に北海道の未来を創る」ための基盤となる道路ネットワーク～「北海道共創ネッ

トワーク」である。 

  



      

 

 

 

目次 

 

第０章 これからの北海道を支える道路ネットワーク 

      ～サービスレベル達成型のネットワーク整備～ ・・・・・・・・・・１ 

 

「我が国の豊かな暮らしを支える北海道」の実現に向けて 

第１章 食料安全保障を支える物流システムの構築 ・・・・・・・・・・・・・８ 

第２章 観光立国を先導する世界トップクラスの観光地域づくり ・・・・・・・15 

第３章 地域の強みを活かした成長産業の振興 ・・・・・・・・・・・・・・・24 

第４章 地球温暖化対策を先導するゼロカーボン北海道の実現 ・・・・・・・・29 

第５章 自然共生社会の形成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 

 

「北海道の価値を生み出す北海道型地域構造」の実現に向けて 

第６章 生産空間の維持・発展を支える人流・物流ネットワークの形成 ・・・・39 

第７章 安心・安全に住み続けられる強靱な国土づくり ・・・・・・・・・・・48

 北海道総合開発計画は、北海道開発法に基づき、北海道の資源・特性を

活かして、我が国が直面する課題の解決に貢献するとともに、地域の活力

ある発展を図るため、国が策定する計画です。 
 

 1951 年 10 月に最初の計画が樹立されて以降、70 年以上にわたり、

各期の計画に基づき北海道開発を推進してきました。 
 

 ９期計画の推進に当たっては、北海道の生産空間というリアルをデジ

タル技術の活用で補強・補完することをコア概念として、官民の垣根を越

えた「共創」、社会変革の鍵となるＤＸ・ＧＸの推進、フロンティア精

神の再発揮及び戦略的・計画的な社会資本整備により、実効性を高めなが

ら主要施策を展開することしています。 
 

（https://www.mlit.go.jp/hkb/hkb_tk7_000112.html） 

※本書に掲載した地図は必ずしも我が国の領土を包括的に示すものではない 

https://www.mlit.go.jp/hkb/hkb_tk7_000112.html
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第０章 これからの北海道を支える道路ネットワーク 

～サービスレベル達成型のネットワーク整備～ 
 

道路は人々の生活や社会経済活動に欠かせない社会基盤であり、その機能は多岐にわたる。 
 
最も枢要な機能は人や物を運ぶ「交通機能」であり、特に広域分散型の地域構造を有する北海道にお

いては「移動距離の長さ」、すなわち「移動時間の長さ」が不変の問題であることから、その克服に向

けて、道路の交通機能を向上することが重要である。 
 
本書では、各章で９期計画の推進のために道路が果たすべき役割を解説するが、それに先立ち、本章

において北海道の道路ネットワークが提供する交通機能について分析・検討する。交通機能の水準（サ

ービスレベル）を測る指標として「旅行速度」1を用い、現状の把握、目指すべき目標水準、目標の実

現に向けた方策について検討する。 

 

●北海道の旅行速度の状況と課題 
 

現況の平均旅行速度を「北海道」と「北海道を除く全国」で比較すると、高速道路2では北海道が約

85km/h に対し、全国が約 81km/h である。一般道路3では北海道が約 48km/h に対し、全国が約

34km/h である。北海道の地方部では一般道路でも 50km/h 以上の旅行速度を記録する区間が多く、

国内他地域に比べて高いサービスレベルを実現している。 
 
一方、北海道の都市間距離は本州以南の２～３倍であり、生活や社会経済活動に必要な移動サービス

の提供という観点からは、サービスレベルの向上が求められる区間が多数残されている。 

 

  

 
1 ２地点間の距離を移動時間で除した平均的速度。信号待ちによる停車時間や渋滞による遅れを含む。旅行速度は２地点間の移動

に要する時間に直結するため、人々の生活や物流等の産業活動における道路の機能を評価する最も重要な指標。 
2 高速自動車国道、都市高速道路、高規格幹線道路、ＮＥＸＣＯ管理道路。 
3 高速道路以外の一般国道、主要地方道、一般都道府県道。 

図１ 高速道路及び一般道路の速度分布（非降雪期・昼間 12 時間旅行速度） 

（出典：国土交通省「令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査」より作成） 

※30 万-の例：30 万人未満の各市町村から最寄りの 

30 万人以上の都市までの平均道路距離 

図２ 北海道の地域構造的課題（都市間距離の長さ） 

都市間距離は本州以南の２～３倍 
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また、降雪期は約 10％旅行速度が低下し、冬季のサービスレベル確保にも留意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム：道路ネットワークにおける階層的な機能分担 

 

 道路ネットワークは、高速性・走行性（走りやすさ）・信頼性といった「移動機能」を重視す

る高規格道路や、沿道や交差道路へのアクセスのしやすさといった「沿道出入機能」を重視する

生活道路等、様々な道路が結びついて形成されるものである。 
 
それぞれの道路の機能分担が不明確だと、長距離を走る高速交通と近隣を行き来する低速交通

が混在するなどして交通渋滞や交通事故のリスクが高まるため、階層的な機能分担のもと、ネッ

トワーク全体として必要な機能を充足できるようにすることが重要である。 
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図４ 降雪期と非降雪期の速度分布（北海道内の観測例） 

（昼間 12 時間旅行速度） 
（出典：ＥＴＣ２．０より作成） 

平均速度 
 

51.1 km/h 
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46.0 km/h 
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積
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数 
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ともに降雪期には約 10％旅行速度が低下 

図５ 降雪期の旅行速度の低下の様子 

累
積
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対
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数 
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図３ 高速道路及び一般道路の速度分布 
（非降雪期・非混雑時旅行速度） 

（出典：国土交通省「令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査」より作成） 

◆高速道路：北海道は全国に比べバラつきが小さく、概ね 80～95km/h に集中 
◆一般道路：北海道の平均速度は、全国の 80％の区間を上回る 

図６ 階層的な機能分担（移動機能、沿道出入機能） 

 
沿道出入機能が重視される道路の例 

移動機能が重視される道路の例 

（堆雪による幅員狭隘化） （視界不良） 

相
対
度
数 

平均速度 
48.1 km/h 

平均速度 
33.8 km/h 

平均速度 
81.2 km/h 

平均速度 
84.9 km/h 

旅行速度(km/h） 

平均速度 
48.1 km/h 

平均速度 
33.8 km/h 

平均速度 
81.2 km/h 

平均速度 
84.9 km/h 

平均速度 
 

80.1 km/h 
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＜相対度数グラフ（各旅行速度が全体の中で占める割合を表示＞ 

＜累積相対度数グラフ（各旅行速度までの相対度数を累計表示）＞ 
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●目標とするサービスレベル 
 

広域分散型の地域構造のもと、９期計画で掲げる「北海道型地域構造」4の保持・形成を図るととも

に、北海道内の社会経済活動を維持・活性化させるため、道路ネットワークにおける「目標サービスレ

ベル」を検討する5。 
 
拠点間を移動する際には、高規格道路、一般広域道路、地方道等の様々な道路が利用されるが、目標

サービスレベルの設定に当たっては、「拠点間を結ぶ経路全体の平均旅行速度」について、接続する拠

点の規模（中核都市（札幌市、函館市、旭川市、釧路市、帯広市及び北見市）、圏域中心都市等）に応

じたサービスレベルを定めることとする。 
 

  

 
4 食、観光、脱炭素化等の北海道の価値を生み出す地方部の「生産空間」と、生活サービスを担う「地方部の市街地」、高次のサー

ビスを担う「圏域中心都市」とが重層的に機能分担し、相互に支え合う地域構造。 
5 降雪期の旅行速度は、天候、路面状況等に大きく左右されるため、ここでは非降雪期を対象として検討した。 

図７ 拠点間の経路と「目標サービスレベル」の概念図 

接続する拠点の規模に応じて、 
「道路種別毎」ではなく「経路全体」の旅行速度を目標サービスレベルとして設定 

図８ 新広域道路交通計画における道路の種類 
（出典：北海道開発局「新広域道路交通計画（北海道ブロック版）」（2021 年）より作成） 
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目標サービスレベルは、拠点間の距離と実現可能な旅行速度との関係を踏まえ設定することが重要

である。 
 

北海道におけるブロック中心都市6～中核都市間の現状を確認すると、距離が長い（約 250～300km）

函館市、釧路市、北見市では「約 65～75km/hの旅行速度」「４時間を超える旅行時間」である一方、

本州以南（例：東北・九州地方）に目を向けると、同等の距離の秋田市、鹿児島市、宮崎市では「約

80km/hの旅行速度」「４時間を下回る旅行時間」となっている。 
 
これを踏まえ、最上位の接続は「80km/h以上の旅行速度」「４時間を下回る旅行時間」を目指すこ

とを当面の目標とし、以下、接続する拠点の規模等に応じて、階層性を意識したサービスレベルとした。 
 
なお、降雪期は、適切な道路管理や防雪柵等による視程障害の防止等により、速度低下を可能な限り

抑制することが重要である。 

 

 

 

  

 
6 特定の地方ブロックにおいて、経済、文化等の中心的な役割を担う都市。札幌市、仙台市、新潟市、名古屋市、広島市、高松市、

福岡市等が該当。 

図 10 北海道、東北、九州におけるブロック中心都市 
（札幌、仙台、福岡）までの旅行時間と走行距離 

（出典：Google Maps より作成） 

図９ 中核都市、新千歳空港・国際拠点港湾、 

圏域中心都市等を接続する目標サービスレベルの例 

表１ 目標サービスレベル（非降雪期） 

※役所等の拠点施設を連絡する道路（高規格道路、一般広域道路、地方道等）の平均旅行速度（非降雪期） 

中核都市間の目標サービスレベルを「80km/h 以上」 
とすることで、最低限、各中核都市から札幌まで 

４時間以内でアクセス（日帰り往復）することが可能となる 
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●「目標サービスレベル」の実現による旅行時間の短縮 
 

目標サービスレベルの実現時における都市間の時間短縮を推計すると、道内の代表的な拠点間の時

間距離は以下のように変化する。高規格道路の未整備区間が多い道東・道北方面等で移動時間短縮の余

地が大きい。 

 

 

  

① 北海道の主な拠点とリンク ② 現況速度に基づく時間距離図（黄図） 

（札幌市を中心に、室蘭市～倶知安町間の「現況の移動時間」を１とした時の比率で変換） 

※役所間の旅行時間 

表２ 目標サービスレベルの実現による都市間旅行時間（一例） 

図 11 目標サービスレベルの実現による旅行時間の短縮 
（出典：国土交通省「令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査」（非降雪期・昼間 12 時間旅行速度）等より作成） 

③ 目標サービスレベルを実現した時の時間短縮図（青図） 
（札幌市を中心に、室蘭市～倶知安町間の「現況の移動時間」を１とした時の比率で変換） 
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●サービスレベルを向上させるための取組 
 

道路ネットワークのサービスレベルの向上を効率的に進めるため、即時性の高いＥＴＣ２．０等の現

況データを活用し、交通状況や沿道の土地利用等、現地状況に応じた柔軟な方策を選択することが重要

である。 
 
具体的な整備手法としては、高規格道路等の整備をはじめとして、交差点の改良、一定区間の２＋１

車線化7等が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【事例】道央圏連絡道路におけるサービスレベル向上のための方策の検討 
 

高規格道路である道央圏連絡道路では、既供用区間の大半で 60km/h 以上のサービスレベルを達成

しているが、石狩市～小樽市間等の一部区間において速度低下が見られるなど、道路のポテンシャル

（設計速度：80km/h）を活かしきれていない。 
 
分析の結果、①連続する信号交差点（計 23か所）、②一部交差点における左折車両の滞留による走

行阻害、③沿道施設との車両の出入りが主な原因であることを確認した。 
 

これらの課題に対しては、信号サイクルの一体的な改良、左折レーンの設置／左折フリー化、出入り

交通の集約等の取組が有効と考えられ、引き続き、詳細な検討を進める。 

 

 

  

 
7 片側１車線道路（暫定２車線区間含む）において、各々の方向の付加車線を連続的に設置するもの。 

図 14 速度低下の解消策のイメージ 図 12 石狩市～小樽市間の旅行速度（2023 年９～11 月） 

図 13 信号交差点等における速度低下の状況 

（上り線） 

（２＋１車線道路） 

表３ サービスレベルの低下につながる課題と道路管理者による主な対策（一例） 

（完成２車線道路） 

剛性防護柵 

（暫定２車線道路） 

ワイヤーロープ 

◆道路のポテンシャル性能（交通がスムーズな時の旅行
速度）を確認するため、交通量が少ない「月～水曜日」
の「０～３時台」（閑散時間帯）の旅行速度を計測 

赤色の区間で速度低下（50km/h 以下） 

＜現状＞ 

左折フリー化 出入り交通の集約 

＜対策後＞ 
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【事例】「北海道スタンダード」による合理的なサービスレベルの向上 
 

稚内市内の国道 40号では、地方部ゆえにアクセスコントロール（交差点集約）をしやすいこと、用

地取得が比較的容易であること等を活かしたユニークな道路構造「北海道スタンダード」を適用して、

規制速度を引き上げた事例がある。 
 
「更喜苫内防雪」の区間では、もともと低速車両と高速車両が混在しており、無理な追い越しによる

事故や正面衝突事故が多発していたが、連続的な中央帯、ゆずり車線、副道の設置（防雪林管理用道路

の開放）等、道路構造の工夫により交通環境が改善し、大規模な盛土構造や立体交差を用いることなく

規制速度 70km/hが可能となっている。 

 

  

図 15 国道 40 号更喜苫内防雪の概要 

図 17 本線・副道の利用状況 図 16 沿道環境になじむ道路環境 

◆通過交通は本線を利用 
◆地域交通や農耕車両等の低速車は副道を利用 
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第１章 食料安全保障を支える物流システムの構築 
 

●現状 ～食料安全保障に重要な位置を占める北海道～ 
 
我が国は小麦・大豆等の穀物・飼料、肥料原料等の輸入依存度が高く、海外からの食料供給が途絶え

ると、国民生活や経済が大きな影響を受ける。 
 
世界の食料供給を巡っては、大規模自然災害、異常気象、社会情勢の変化等の様々なリスクが存在す

るが、こうした中でも生活の安定と経済の円滑な運営に著しい支障を生じないよう、食料安全保障を確

立する必要がある。 
 

北海道は、我が国の主食である米の生産量が国内２位であるほか、小麦、大豆、じゃがいも、たまね

ぎ、生乳、さけ・ます類等の多くの品目で国内１位の生産量を誇り、カロリーベースで国内の約４分の

１の食料を生産するなど「日本最大の食料供給基地」であり、我が国の食料安全保障の確立のためには、

北海道の食料供給力の強化が不可欠である。 

  

図１ 日本の供給カロリーの国別構成 
（出典：農林水産省「令和５年度食料自給率・食料自給力指標について」） 

国産と輸入の上位４か国で全体のを 80％以上を占める 

図３ 国内 1 位の生産量を誇る主な農畜産物（2023 年度） 
（出典：農林水産省「作物統計」「牛乳乳製品統計調査」より作成） 

表１ 食料の安定供給に関する主なリスク 
（出典：農林水産省「食料の安定供給に関するリスク検証（2022 年）」より作成） 

図２ 米の生産量 
（出典：農林水産省「作物統計」より作成） 

生 乳

（56.8％）

全国生産729.9万t

ばれいしょ

（81.0％）

全国生産236.4万t

たまねぎ

（64.1％）

全国生産117.4万t

小 麦

（65.5％）

全国生産109.4万t

小 豆

（94.2％）

全国生産3.1万t

スイートコーン

（36.8％）

全国生産21.2万t

大 豆

（44.3％）

全国生産26.1万t

にんじん

（27.7％）

全国生産56.7万t
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【事例】平成 28 年８月北海道豪雨における食料供給力の低下 
 

平成 28年８月北海道豪雨では、最大 19路線 28区間の国道が同時に通行止めになるなど、物流に

大きな影響が生じた。 
 
例年８～10月頃の東京卸売市場における北海道産たまねぎ、ばれいしょ、にんじんのシェアは 80％

以上を占めるが、災害による生産量の減少、物流の停滞等の影響により、価格の高騰（にんじんの価格

が前年比約２倍）をはじめ全国の食料供給に影響が及んだ。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な課題 ～速達性・時間信頼性が高い道路環境の整備、トラック輸送の効率化～ 
 
農水産物等は主にトラック・フェリーで輸送されている。生産空間8は北海道内の各地に広く分散し

ており、空港・港湾等への輸送に長時間を要するため、食料流通を担う道路ネットワークには輸送の速

達性・時間信頼性の向上が求められる。 
 
一方、生産年齢人口の減少・高齢化等に加え、2024年４月から新たな労働時間規制が適用されてお

り、ドライバー不足に起因するトラック輸送能力の著しい低下が懸念される。輸送能力の低下は、北海

道から全国への食料供給力の低下を招く。 
 

道路施設の活用による輸送の工夫や自動運転等の新たな技術を活用した物流の効率化・省人化も重

要な課題である。 

  

 
8 主として農業・漁業に係る生産の場（特に市街地ではない領域）を指す。生産空間は、生産のみならず、観光その他の多面的・公

益的機能を提供。 

国道 39 号 石北峠 

国道 39 号 狩勝峠 

図４ 平成 28 年８月北海道豪雨における国道の通行止め状況 図５ 災害前後の価格比較 
（出典：東京都中央卸売市場「市場統計情報」より作成） 

図６ 主な農水産物等の輸送手段・輸送量 

（出典：北海道開発局「農畜産物及び加工品の移出実態調査結果報告書」より作成）

書」） 

図７ 地域別のドライバー不足割合 
（出典：北海道経済産業局「第２回北海道地域フィジカルインターネット懇談会」（2024 年）） 
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《施策１：安定的な物流に資する道路ネットワークの機能向上》 
 

本州向けの農水産物等は、主に苫小牧港・函館港・小樽港・釧路港・十勝港から移出されている。 
 
新たな労働規制の下で一人のドライバーが日帰り輸送を行うには「連続運転時間４時間以内」「原則

13時間以内の拘束時間」等の条件を満たす必要があり、北海道の食料供給力の維持・向上のためには、

道路ネットワークのサービスレベルの向上を通じて、上記の５港をはじめとする物流拠点への輸送に

おいて、日帰りが可能となるエリア（４時間圏域）を拡大していくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例】道東自動車道の開通による物流の効率化 
 

2024年 12月の道東自動車道（本別～釧路）の全線開通によって、札幌と釧路が高規格道路で直結

し、本別～釧路間の開通前後で釧路～苫小牧間の移動時間が往復２時間以上短縮された。 
 

この開通により、全国シェアの約 60％を占めるさんまをはじめとする農水産物等の輸送の速達性向

上、ドライバーの労働負担軽減に効果が出ている。 
 

釧路・根室地域で獲れたさんまは、苫小牧港や小樽港から道外へ出荷されており、これらの港まで

400kmを超える長距離トラック輸送が行われている。開通前は規制上限の４時間の連続運転でも往復

14時間以上を要し、原則 13時間以内とされる拘束時間を上回るなどドライバーに負担がかかってい

たが、開通後は往復で 12時間を下回り負担が軽減されている。 

 

 

  

図９ 北海道の農水産物等の流れ 

（出典：国土交通省「貨物地域流動調査」（2021 年）等より作成） 

道内各地でとれた農水産物等は、高規格道路を 

利用して道央（苫小牧港等）に多く輸送されている 

　　農水産品等の輸送量

　２５０万ｔ/年以上

　１５万～２５０万ｔ/年

高速

一般

　１５万ｔ/年未満

　　交通量（乗用・貨物計）
1万台/日未満 以上

図８ 主要５港における農水産物等の移出量（2022 年）と各港の特徴 

（出典：国土交通省「港湾統計」等より作成） 

図 10 道東自動車道（本別～釧路）の開通前後の生さんまの道外出荷輸送ルート 
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５港のうち移出量が最も多く東日本への輸送に使われる傾向にある苫小牧港と、西日本への移出に

使われる傾向にある小樽港を対象に「４時間圏域」の変化を試算し、道路ネットワークの目標サービス

レベルの実現がもたらす効果を分析する。 

 

（１）苫小牧港からの４時間圏域 
 
目標サービスレベルを実現することにより、全国有数のホタテの生産地である紋別市や佐呂間町、全

国有数の牡蠣・サンマの生産地である厚岸町等が４時間圏に入り、これらの市町村で生産される農水産

物等を苫小牧港まで効率的に輸送することが可能となる。 

 

（２）小樽港からの４時間圏域 
 

目標サービスレベルを実現することにより、日本一の玉ねぎの生産地である北見市、水揚げ量日本一

の釧路港を擁する釧路市等が４時間圏に入り、これらの市町村で生産される農水産物等を小樽港まで

効率的に輸送することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜５港のいずれかに４時間以内で輸送可能な農水産物の量＞ 
 

目標サービスレベルを実現することにより、５港のいずれかに４時間以内でアクセス可能な市町村

が９町（中川町、天塩町、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、豊富町、幌延町、興部町、雄武町）増加し、

これら９町の農水産物のうち、５港のいずれかに４時間以内で輸送可能な量は約 24万 t/年となる。こ

れは 10ｔトラックの台数に換算すると、約２万 4,000台/年に相当する。 

 

  

図 11 苫小牧港からの４時間圏域の変化 

＜４時間圏に入る市町村数＞ 
143 市町村 → 155 市町村 

一般広域道路（将来整備区間）

凡　　　　　　例

道    路    種    別

高規格道路（現況整備済区間）

高規格道路（将来整備区間）

一般広域道路（現況整備済区間）

苫小牧西港

現状240分カバー圏

目標サービスレベル実現後
240分カバー圏

非カバー圏

凡　　　　　　例

図 12 小樽港からの４時間圏域の変化 

＜４時間圏に入る市町村数＞ 
140 市町村 → 161 市町村 

一般広域道路（将来整備区間）

凡　　　　　　例

道    路    種    別

高規格道路（現況整備済区間）

高規格道路（将来整備区間）

一般広域道路（現況整備済区間）

小樽港

現状240分カバー圏

目標サービスレベル実現後
240分カバー圏

非カバー圏

凡　　　　　　例

図 13 ５港からの４時間圏域（現状） 

凡　　　　　　例

道    路    種    別

高規格道路

一般広域道路

港湾

１港から４時間カバー圏

２港から４時間カバー圏

３港から４時間カバー圏

４港から４時間カバー圏

５港から４時間カバー圏

４時間カバー圏外

凡　　　　　　例

図 14 ５港からの４時間圏域 
（目標サービスレベル実現後） 

凡　　　　　　例

道    路    種    別

高規格道路（現況整備済区間）

高規格道路（将来整備区間）

一般広域道路（現況整備済区間）

一般広域道路（将来整備区間）
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《施策２：物流効率化に向けた支援》 
 

（中継輸送・共同輸送の導入促進） 
 

長距離トラック輸送において、中間地点でドライバーが交代する「中継輸送」や複数の荷主の貨物を

同時に輸送することで積載率を高める「共同輸送」の導入は、輸送効率の向上とドライバーの労働時間

削減等に大きな効果が期待できる。 
 

2020 年度から、「道の駅」等の道路施設を活用した中継輸送の実証実験を道内各地で行っており、

その結果、以下が明らかになっている。 

 
◆中継輸送の効果：同量の貨物を輸送するのにかかる費用が約 50％、ドライバーの労働時間が約 40％減 

◆必要となる施設：トレーラーのヘッド交換に必要なスペース（12m×40m＝約 480ｍ２）、 

         夜間作業に必要な照明、休憩施設等 

◆運 用 上 の 課 題：「道の駅」や除雪ステーションにおける一般車両や管理作業との錯綜 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらを踏まえ、まずは簡易パーキングやチェーン着脱場を中継ポイントとしても活用してもらう

べく、施設の情報とあわせて、「中継ポイントマップ」として整理・公表する。 
 

また、北海道開発局・運輸局・経済産業局・北海道庁の４者で共催する物流事業者間のマッチングモ

デル「ロジスク」を通じた中継輸送・共同輸送のマッチング支援を継続するとともに、参加者からの声

を踏まえ、中継ポイントの拡大、機能向上等を検討する。 
 

道内の物流事業者においても、中継輸送・共同輸送を導入する動きが出始めており、中長期的には物

流業界が中心となり中継輸送・共同輸送の最適化に向けた仕組みづくりが進むことが望まれる。 

 

 

 

  

図 15 中継輸送のイメージ 図 16 実証実験の様子（トレーラーのヘッド交換） 

 成 に けたフ ローアップ
  ッ ン が成 し  な 業と 体化に けて 接  
   局は  役として     加

 ワークシ ップに 加
  前に 業概要等の情報を 加 業者間で  、課題を  

  ントリー
  加 し  、 ントリーシートの  

 積する物流課題（長時間  、ドライバー不足等）

   輸送・中継輸送の成 

図 18 ロジスクの流れ 

図 17 中継ポイント ップのイメージ 
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（ダブル連結トラック） 
 

幹線輸送においては、１台で通常の大型トラック２台分の輸送が可能な「ダブル連結トラック」の導

入が効果的である。 
 

2024 年９月に道央自動車及び札樽自動車道の一部が初めてダブル連結トラックの通行区間として

指定された。引き続き、物流事業者のニーズを踏まえつつ、ダブル連結トラックの利用促進を図ってい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  共創の芽：物流システムの自動化 

 

ドライバー不足への対策として、物流システムの自動化への期待も大きい。 
 

2024年度、新東名高速道路の約 100kmにおいて深夜時間帯に自動運転車優先レーンを設定

し、「レベル４」9自動運転トラックの実証実験が行われている。 
 
また、道路空間に物流専用のスペースを設け、クリーンエネルギーを電源とする無人化・自動

化された輸送手段によって荷物を運ぶ新たな物流システムとして、自動物流道路の構築も提案さ

れている。自動物流道路は小口の荷物を対象としており、北海道では農水産品・金属機械工業品

等の１件当たりの流通ロットが小さいことから、これらの輸送においてトラック輸送を代替でき

る可能性がある。 
 

こうした新たなシステムについては、技術開発に加えて整備・運用コストが課題と想定され、

北海道においては積雪期の運用、食料輸送の鮮度管理等も考慮する必要がある。技術開発の動向、

道内の貨物流動の状況等を注視しつつ、事業として成立する可能性を検討していく。 

  

 
9 特定条件下においてシステムが全ての運転操作を行う（人が運転に関わらない）状態。 

図 19 ダブル連結トラックの概要 

（出典：国土交通省道路局 HP） 

 

図 22 自動物流道路のイメージ 
（出典：国土交通省「第１０回 自動物流道路に関する検討会」（2025 年）） 

図 20 ダブル連結トラックの通行区間 

2024 年９月指定区間 

図 21 高速道路の自動運転サービスに求められるインフラ支援 
（出典：国土交通省道路局・国土技術政策総合研究所 者発表資料） 

 



      

 

14 
 

コラム：持続可能な物流の実現に向けた様々な取組 

 

＜フィジカルインターネット（次世代の物流システム）の実現＞ 
 

2022年、経済産業省及び国土交通省は、物流のあるべき将来像「フィジカルインターネット」

を実現すべく、2040年を目標としたロードマップを取りまとめた。 
 
フィジカルインターネットとは、デジタル技術を駆使し、物資や倉庫、車両の空き情報等を見

える化し、規格化された容器に詰められた貨物を、複数企業の物流資産（倉庫、トラック等）を

シェアしたネットワークで輸送する共同輸配送システムである。 
 
フィジカルインターネットの実現により、物流の効率化、強靱化、持続可能性の向上が図られ、

2040年に 11.9～17.8兆円の経済効果をもたらすと試算されている10。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜モーダルシフトの実施＞ 
 
我が国では、鉄道（コンテナ貨物）や内航海運（フェリー、ＲＯＲＯ船等）の輸送量を 2020

年度～2030年度の 10年間で倍増させる目標を掲げている。 
 

北海道では、栗山商船（株）、イオン北海道（株）、イオングローバルＳＣＭ（株）、センコ

ー（株）及び北海道センコー（株）が連携し、北広島から釧路にある各店舗へのトラック輸送を、

苫小牧港から釧路港までＲＯＲＯ船を利用する海上輸送へ転換している。 

  

 
10 「フィジカルインターネット・ロードマップ」（2022年）。 

図 23 フィジカルインターネットのイメージ 
（出典：経済産業省・国土交通省「2021 年度第１回フィジカルインターネット実現会 」） 

 

図 24 ５社の連携によるモーダルシフトの取組 

（出典：北海道経済産業局 者発表資料） 
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第２章 観光立国を先導する世界トップクラスの観光地域づくり 
 

●現状 ～観光立国の実現に向けて先導的な役割を果たす北海道～ 
 
我が国は、急速な成長を遂げるアジアをはじめとする世界の需要を取り込むことによって、地域の活

力を維持し、社会を発展させることにつながる重要な分野として、観光立国を推進している。 
 
北海道は、雄大な自然、独自の歴史・文化等、国内はもとよりアジアの中でも特徴的で魅力的な観光

資源を有しており、東京都、大阪府に次ぐ第３位の宿泊客数（4,463万人泊）を記録するなど、観光立

国を先導する地域である。 
 

また、経済においても、北海道内の観光消費額は１兆 4,299 億円、ＧＤＰは 6,320 億円にのぼり
11、金融保険業や農業をしのぐ重要な産業分野となっている。観光客の属性では、観光入込客数の 90%

以上を道内客・国内の道外客が占める一方、入込客数の約５％ながら観光消費の約 25%を占め、今後

の伸びしろが大きい訪日外国人客の誘客も重要である。 

 

 

 

 

 

  

 
11 北海道「第６回北海道観光産業経済効果調査」（2017年取りまとめ）。 

4,463

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

東
京
都

大
阪
府

北
海
道

京
都
府

沖
縄
県

千
葉
県

神
奈
川
県

福
岡
県

静
岡
県

愛
知
県

長
野
県

兵
庫
県

広
島
県

栃
木
県

石
川
県

新
潟
県

宮
城
県

群
馬
県

福
島
県

 
梨
県

鹿
児
島
県

三
重
県

岐
阜
県

大
分
県

熊
本
県

長
崎
県

茨
城
県

岩
手
県

岡
 
県

埼
玉
県

和
歌
 
県

滋
賀
県

 
形
県

香
川
県

青
森
県

愛
媛
県

福
井
県

 
口
県

富
 
県

宮
崎
県

島
根
県

秋
田
県

高
知
県

奈
良
県

鳥
取
県

徳
島
県

佐
賀
県

（1万人泊）

図１ 都道府県別延べ宿泊者数 
（出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」（2024 年）より作成） 

図２ 北海道の観光入 客数（実人数）の推移 

（出典：北海道「北海道観光入 客数調査」より作成） 

図３ 北海道の観光消費額の推移 

（出典：北海道「北海道観光入 客数調査」より作成） 

表１ 北海道観光客へのアンケート調査結果 
（出典：（公社）北海道観光機構「北海道来訪者満足度・観光産業経済効果調査 業」（2023 年）より作成） 
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●主な課題 ～多様な旅行者の地方部への誘客、持続可能な観光地域づくり～ 
 

北海道の観光資源は広範囲に点在している。そのため、北海道観光の一層の発展に向けては、各地の

観光資源を効率的に周遊できる交通環境を整備することが重要である。 
 
観光客の宿泊地は、空港からのアクセスが良く交通利便性の高い道央に偏重しているが、近年は体験

型観光（アドベンチャーツーリズム等）への需要が高まるなど、これまで注目されてこなかった地域資

源を活用した観光コンテンツの開発等によって、より広域な地方部への誘客や消費拡大が期待される。 
 

他方、観光客の著しい増加に伴う地域住民の生活への影響（オーバーツーリズム）が課題となってお

り、持続可能な観光地域づくりにも留意する必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（地域資源・観光資源（一例）） 

サイクリン （  の  ー ク海 線） 知   

アイ  化
（ ポポイ（   生 徴空間）アイ     ）

日高  

図４ 北海道の地域資源・観光資源の分布 

（出典：国土交通省「国土数値情報（地域資源・観光資源）」、 （財）日本交通公社「観光資源台帳」より作成） 

図５ 北海道の観光入 客数と地域・観光資源の関係 
（出典：国土交通省「国土数値情報（観光資源・地域資源）」、 

    北海道「北海道観光入 客数調査」より作成） 

平均線より左に位置
する地域は、観光資
源を活かしきれてい
ない可能性 

図６ 道内各地域の延べ宿泊者数 

（出典：北海道「北海道観光入 客数調査」（2023 年）） 

日本人観光客の約 60％、外国人観光客の 70％以上が道央圏に宿泊 

：１km２あたりの観光資源数が全道平均値を上回っている地域 

：１km２あたりの観光資源数が全道平均値を下回っている地域 
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《施策１：広域周遊環境の整備》 
 

道内における観光客の代表的な交通手段は、鉄道とレンタカーであり、特に訪日外国人客のレンタカ

ー利用は急増している。 
 
また、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）による訪日外国人旅行者へのアンケートによると、地方部への訪

問意欲の向上のためには「地方部への／地方部におけるアクセス等の環境整備」が重視されている。 
 

図５は各地域の観光資源の数と入込客数の関係を分析したものであり、宗谷、根室、釧路等は、石狩、

後志等に比べて地域の観光資源を活かし切れていないといえる。この差異は、高規格道路の整備状況に

起因する道路のサービスレベルの格差にも関連していると推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道の高規格幹線道路は 1971 年に初めて開通し、2024 年度末で約 1,216km が開通済みであ

る。近年では、道東自動車道の延伸に伴い道央～道東方面の移動時間の短縮が顕著に進んでおり、道路

のサービスレベル向上に伴う沿道地域の観光客の増加も確認できる。 

 

  

図７ 全国 16～79 歳の男女、かつ観光旅行をした者への意 調査 
（出典：（財）日本交通公社「旅行年報 2024」等より作成） 

図８ 世界 22 市場、かつ飛行機を利用した国外旅行経験者への意 調査 
（出典：ＪＮＴＯ「ＶＪ重点市場基礎調査」（2024 年）） 

図９ 道東自動車道の延伸による観光振興への寄与 
（出典：北海道「北海道観光入 客数調査」より作成） 

【設問】

今後の地方エリアへの

訪問意欲を高めるもの

韓国 台湾 香港 中国 タイ
シンガ

ポール
英国 米国

オースト

ラリア

自国から日本の

地方空港への直行便
28% 35% 25% 23% 28% 34% ー ー ー

地方部への・地方部

におけるアクセス
24% 41% 31% 16% 24% 25% 25% 24% 32%

言葉の心配がない 15% 25% 20% 17% 24% 25% 24% 22% 30%

情報が母国語や英語

で得られる
14% 22% 19% 16% 21% 24% 23% 21% 26%

子どもにやさしい

家族全員が楽しめる
10% 30% 23% 17% 25% 17% 15% 15% 13%

利用施設やサービスの

オンライン予約
18% 20% 19% 18% 26% 13% 13% 12% 15%

多くの人が訪れていな

い
8% 17% 19% 11% 18% 11% 15% 17% 16%

北海道の外国人レンタカー貸渡台数 
（北海道地区レンタカー 会連合会） 
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道路ネットワークのサービスレベルの向上は、空港や新幹線駅等の観光の起点と各地域の観光資源

との間の移動時間を短縮し、広域的な周遊観光の可能性を高めることにつながる。 
 

文献12によると、「高規格道路の整備により都市間の所要時間が概ね３時間以内に短縮されると交通

量が大幅に増加する傾向」「日帰り圏域は全国平均で２時間 40分」とされていることから、道内観光

の起点となる札幌市と、観光資源が多く集積し今後の周遊観光が期待される上川地方の拠点である旭

川空港を対象に「３時間圏域」の変化を試算し、道路ネットワークの目標サービスレベルの実現がもた

らす周遊観光への効果を分析する。 

 

（１）札幌市からの３時間圏域 
 
札幌市からの３時間圏域では、現状、道内の半数以上の観光資源への周遊が可能となっている。目標

サービスレベルを実現することにより、道南の七飯町や道東の湧別町等の著名な観光資源も３時間圏

域になる。 

 

（２）旭川空港からの３時間圏域 
 

旭川空港からの３時間圏域に入る市町村数は、現状 97あり、全道の半数以上となっているが、観光

資源数では全道の約 40％にとどまる。目標サービスレベルを実現することにより、３時間圏域の市町

村数及び観光資源数は 20％以上増加し、地方部への周遊性が向上する。上川地方では、豊富町や浜頓

別町も３時間圏域になるため、サロベツ原生花園やクッチャロ湖への周遊観光も可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  共創の芽：地域共創インフラツーリズム 

 

インフラが支えた地域発展の歴史を柱に、地域の歴史、産業、文化、食といった様々な要素を

取り入れた企画案を地域と共に創りあげ、旅行会社等に企画・催行していただく「地域共創イン

フラツアー」を行っている。 

 

 

  

 
12 「人口減少時代の国土ビジョン」（森地茂 編著）。 

凡　　　　　　例

道    路    種    別

高規格道路

一般広域道路

凡　　　　　　例

道    路    種    別

高規格道路（現況整備済区間）

高規格道路（将来整備区間）

一般広域道路（現況整備済区間）

一般広域道路（将来整備区間）

旭川空港

６０分未満カバー圏

６０～１２０分カバー圏

１２０～１８０分カバー圏

１８０分以上カバー圏

凡　　　　　　例

旭川空港

６０分未満カバー圏

６０～１２０分カバー圏

１２０～１８０分カバー圏

１８０分以上カバー圏

凡　　　　　　例

図 10 旭川空港からの３時間圏域（現状） 図 11 旭川空港からの３時間圏域（目標サービスレベル実現後） 

＜３時間圏に入る市町村数＞ 
97 市町村 → 121 市町村 

地域 創インフラ アー函館編 
 
～過去から現代までの歴史を巡る～ 
時代と に発展してきた 
「 な 北海道の交通」を見て よ ！ 
 
【開催日】2024 年７月５日 
【 加者】21 名 

    トンネル工 を 

職員の解説付きで見学 
地域 創インフラ アー阿寒編 
 
「阿寒発展の基礎を築いた輸送路の発達」 
 
 
 
【開催日】2024 年 10 月 23 日 
【 加者】20 名 

道東自動車道 釧路西 IC の 

工 現場で 念撮影 
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コラム：観光振興に寄与する道路事業 

 

＜観光地へのアクセス性向上＞ 
 

札幌市中心部と道内屈指の温泉街である定山渓温泉を結ぶ区間で発生する交通混雑を緩和し、

道路交通の定時性、安全性の向上を目的とした国道 230号定山渓拡幅は、2023年３月に開通し

た。開通後は、観光期における定山渓温泉付近の渋滞が解消し、旅行速度が向上する等、観光振

興に寄与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜オーバーツーリズム対策＞ 
 
ラベンダー観光期の渋滞を緩和するため、観光車両が集中する区間において片側車線を２車線

化する臨時車線運用や商業施設駐車場を活用したパーク＆バスライド・サイクルライドを導入し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定山渓地区の主要な観光地 定山渓拡幅整備による混雑の緩和 
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《施策２：ドライブ観光の魅力向上》 
 

広域移動を伴う北海道の観光では、移動そのものを楽しむことが重要であり、沿道の景観等を活かし、

住民・NPO等とともに地域の魅力を磨き上げ、発信する取組を推進する。 

 

（シーニックバイウェイによる観光地域づくり） 
 

「シーニックバイウェイ北海道」は、地域に暮らす人が主体となり、企業や行政と手をつなぎ、美し

い景観づくり、活力ある地域づくり、魅力ある観光空間づくりを通じてドライブ観光を促進する取組で

ある。2005年にスタートし、現在、15の指定ルートと２つの候補ルートが登録され、約 500団体が

活動している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例えば、空の玄関口である新千歳空港周辺や新幹線の玄関口である函館では、活動団体、地域住民、

企業、行政等の多様な主体が参画し、沿道いっぱいの花やワックスキャンドルで来道者を迎えるおもて

なし等、道路と沿道が一体となった活動が継続的に行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 12 シーニックバイ ェイ北海道の指定状況 図 13 活動団体数の推移 

活動団体等による植栽（千歳市内の国道 36 号） 地域の子供たちも含め約 500 人が 加 植栽前にシーニックバイ ェイ特別授業を実施 

活動団体等によるキャンドル設置（函館市内の国道５号） ワックスキャンドル製作体験会 地域の子供たちも含め約 400 人が 加 

指定ルート 15 ルート 
候補ルート ２ルート 
約 500 団体が活動中 

北海道各地で約 500 団体が活動 
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  共創の芽：東オホーツクシーニックバイウェイ 

～国道 334 号ガードレールの雪かきボランディア活動～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（シーニックバイウェイ「秀逸な道」） 
 

シーニックバイウェイ北海道のうち、地域が推薦する、特に魅力的な景観等を有する道を「秀逸な道」

と定め、多様な主体の連携のもと、ハード・ソフトの景観形成・維持の取組等によって、観光資源とし

てさらに磨き上げるとともに、その魅力を発信することでドライブ観光客の誘客をより一層促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※2022年度「手づくり郷土賞」（国土交通大臣表彰）大賞部門受賞 

代表 
桜井あけ  さん 

 期の知 を訪れる観光客や来訪者の さんに、ドライブする車 から流  観を しんでもら
お とい 目的で、道路管理者や沿道の地域団体、 間 業等が連携した、おもてなしの取組です 
通 の 道 雪では ードレール 分に雪 が り、海への  が  られてしま ため、 加

者の手作業での雪かきによって、道路から流 への   観を確 しています 

   の  

＜雪かき前＞ 

＜雪かき後＞ 

毎年 100 人以上が 加、雪かき後に 念撮影 

㊧
流
氷
接
岸
状
況 

㊧
㊨
雪
か
き
状
況 

図 15 「秀逸な道」の情報発信 

 例１「道路標識の縮小」 

 例２「道路標識の集約」 

図 16 道路 観の改善 例 

＜Before＞ ＜After＞ 

0
0
 

＜Before＞ ＜After＞ 

特に魅力的な 観を する道を「秀逸な道」と定め、15 区間を認定 

図 14 シーニックバイ ェイ「秀逸な道」 

日本一の ば畑を走る道
（幌加内町）

12 6
秀峰・利尻 を む道

（稚内市）

7
大地の息吹を感じる

宗谷周 河（宗谷丘陵）の道
（稚内市）

並木の  ルカムゲートを
抜けて絶 へと至る道

（美幌町）

13

美しく変化する羊蹄 の
稜線に寄り添 道

（倶知安町・京極町・喜茂別町）

3

森を抜ける公園のよ な道
（札幌市）

11

洞爺 の美しさ、
火 の迫力を感じる道

（洞爺 町）

2
汐風薫るいにしえの道

（松前町）

14
樹海に佇む天空の道

（上士幌町）

10
十勝岳と四季を彩る
花々に出会 道
（上富良野町）

4
支笏 ブルーに出逢 道

（千歳市）

1

美幌峠と屈斜路 を
風のよ に吹き抜ける道

（弟子屈町）

8

北太平洋と湿地の風土に
息づく自然と漁業の道
（浜中町・厚 町）

15

9
大自然の中を一 線に貫く

中標津ミルクロード
（中標津町）

5
一面の流 が織りなす

 レートネイ ャーを体感する道
（斜里町）
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《施策３：サイクルツーリズムの推進》 
 

訪日外国人客をはじめとして、アドベンチャーツーリズムへの注目が高まる中、インバウンド効果を

地方に拡大するためには、自転車を活用した観光地域づくりが有望と考えられている。道内において

も、サイクリストの参加を得て道内の魅力を楽しめるサイクルルートを設定し、自転車の走行環境、受

入環境の改善・充実、効果的な情報発信等、サイクルツーリズムの振興を図る。 

 

（サイクルルートの指定） 
 

「北海道サイクルルート連携協議会」13では、道内全 10ルート、

延べ 3,128kmをサイクルルートに指定しており、官・民が連携・

協働する「ルート協議会」のもとで、地域の観光資源を活かし、サ

イクルツーリズムを推進している。2021年５月には、十勝地域の

「トカプチ 400」が、日本を代表し世界に誇りうる「ナショナルサ

イクルルート」として指定されている。 

 

（サイクル環境の整備） 
 
各ルート協議会がサイクリストの受入環境の整備（屋内で自転車

を保管できる宿泊施設の拡充等）や、ルートマップの発行等の情報

発信の充実化を図るとともに、コロナ禍以降、積極的にイベントを

開催している。また、各ルートの道路管理者において、矢羽根型路

面表示の整備や路肩幅員の確保を進めるなど（2019年度以降の国

道部の整備延長：約 170km）、自転車走行環境の改善を行ってい

る。 

 

【事例】宗谷地域のサイクルツーリズム 
 
宗谷地域では、地元バス会社が自転車を解体せずそのまま車内に搭載・輸送するサイクルバスを導入

し、旅行会社等と連携して魅力的なサイクリングポイントを巡る旅行ツアーを販売している。年間４回

のツアーが完売しキャンセル待ちが出るなど、サイクルツーリズムが観光産業の一つとして定着して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
13 北海道におけるサイクルツーリズムの推進のため、自転車の走行環境や受入環境の改善・充実を図るための方策、サイクリスト

も参画した効果的な情報発信の方策、持続的に取組を進めるための体制や役割分担等について検討することを目的に、2019 年度

に設立。 

図 17 サイクルルートの指定状況 

図 18 矢羽根型路面表示 

◆「日本の最北端」とい 知名度と冷涼な気候を活かし、観光 会、地元の
ネイ ャー イド、バス 業者が連携し、旅行会社に旅行商品をセールス 

 
◆補助金制度を活用しながら 2021 年よりモニター アーを実施 
 
◆ 加者にいかに満足してもらえるか試行錯誤を繰り返し、2024 年より正

 に２泊３日の アー販売を行い、年間４回の アーが完売（主に関東在
住者に人気） 

 
◆旅行 加者から高評価を得ており、2025 年も旅行 アーの催行が決定 

地元 イドが案内 

図 19 旅行 アーの例 
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  共創の芽：サイクルトレイン 

 

道南地域の「どうなん海道サイクルルート」では、ルート協

議会が旅行会社と連携し、道南地域を自転車で周遊する旅行

ツアーを企画・催行している。 
 

大型車交通量が多く、サイクリングの安全性に課題がある

北斗市～木古内町間について、道南いさりび鉄道（株）の実証

実験として、列車に自転車を持ち込むサイクルトレインを運

行しており、ツアー参加者からは「車窓からの景色等、サイク

リングとは異なる旅の楽しみ方もできる」と好評である。 
 

鉄道会社の旅客営業規則では「自転車は解体し専用の袋に

収納すること」とされており、サイクルトレインの本格導入に

は、採算性のほか、一般乗客と自転車との分離等が課題である

が、地域の観光振興、鉄道駅からの二次交通確保等の観点から

浸透・利用拡大が期待される。 

 

（ステージ制の導入） 
 

サイクルツーリズムの裾野を広げるためには、専門性の高いサイクリストのほか、家族層等も気軽に

参加できる環境も必要である。 
 
道内のルートは平均 315kmと長いため、ルートを区切って上級・中級・初級に細分化するステージ

制の導入を道内全 10ルートで進める。 
 

ステージ制を先行的に導入している「トカプチ 400」では、全長 403kmのルートを初級～上級の 8

ステージに分け、ステージ毎に見所となる景色や「道の駅」、観光施設を紹介するほか、自転車専用ア

プリによるコースデータの提供を行っている。 
 

コースの一例として、観光客や家族層を対象とした「初級」帯広～更別コースでは、観光客が手ぶら

でもサイクルツーリズムを楽しめる「手ぶらレンタサイクル」を行っている。一方、「上級」糠平～三

国峠コースは、標高 1,100m を超える三国峠を一気に登頂する設定とし、競技者や愛好家に人気を博

している。 
 

 

  

図 20 「トカプ 400」のステージ制 

＜実証実験の様子＞ 
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第３章 地域の強みを活かした成長産業の振興 
 

●現状 ～地理的・気候的な優位性を活かした新たな産業の形成～ 
 
我が国の経済成長への貢献と豊かな地域社会の実現のためには、農林水産業・食関連産業、観光産業

等の基幹産業のほか、北海道の地域特性を活かした産業を育成・振興し、経済を持続的に発展させるこ

とが不可欠である。 
 
本州と比較した時の北海道の優位性は、積雪寒冷な気候、広大な産業用地、再生可能エネルギーのポ

テンシャルの高さ等である。 
 

近年、これらの優位性を活かして、我が国の経済安全保障に貢献する半導体産業、市場の拡大が期待

される再生可能エネルギーを含むＧＸ産業、民間によるロケット打上げを中心に幅広い産業分野への

波及が期待される宇宙産業等の新たな産業が形成されつつある。 
 

2024年度の北海道内の企業立地件数（製造業・サービス業等の新設＋増設の合計）は 100件であ

り、道外からの新設企業も多い。 

  

図２ 道外からの新設 業 地件数（製造業・サービス業等） 
（2021～2024 年度） 

（出典：北海道経済 調べより作成） 

図１ 全道 業 地件数（製造業・サービス業等の新設＋増設の合計） 
（出典：北海道経済 調べより作成） 

図３ 半導体産業の経済波及効果 

（出典：内閣府「地域課題分析レポート」（2024 年）） 

図４ 宇宙産業の６次産業化 

（出典：SPACE COTAN（株）資料） 
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●主な課題 ～成長産業の振興に向けた交通環境の充実化～ 
 

半導体産業については、2024 年に「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジョン」が策定され、

産業集積、イノベーション創出、人材の安定供給等の取組が進んでいる。ＧＸ産業については、北海道

の産学官金が一体となって、「日本の再生可能エネルギー供給基地」と「アジア・世界の金融センター」

の実現に向けて、規制緩和、税制優遇、人材育成等の取組が進んでいる。 
 
これまで、北海道の産業立地は物流効率が高い港湾や高速道路のインターチェンジ（ＩＣ）周辺を中

心に進み、工業団地の多くはこれらの近傍に立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、半導体、ＧＸ等の新たな産業の立地においては、物流環境のみならず、高度技術者を含む人材

の確保が重要であり、都市部へのアクセス、住環境等の生活環境も重要な観点となっている。 
 

こうした観点を踏まえ、成長産業への投資や雇用を促進し、その効果を道内に広く波及させるために

は、道内各地における交通基盤の充実が必要である。 

 

  

図６ 製造・研究・人材育成等が一体となった複合拠点のイメージ 
（出典：北海道「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジ ン」（2024 年）） 

図５ 道内のＩＣ・ランプと工業用地の位置図 
（出典：北海道「工業団地台帳」（2022 年）等より作成） 

（ＩＣ・ランプから５km 圏内に位置する工業用地の割合） 
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《施策１：物流効率化や生活環境の向上に資する効果的な道路ネットワークの整備》 
 

企業のサプライチェーンを支えるため、産業立地が見込まれる工業団地等から、道内の主要港湾、新

千歳空港等の物流拠点へのアクセス性を向上させる。 
 
また、半導体産業は Rapidus（株）、宇宙産業は SPACE COTAN（株）を契機に、道内各地の工業

団地等で企業立地や高度技術者等の需要が想定される。洋上風力等のＧＸ産業は、主に地方部に存する

再エネポテンシャルエリア周辺での立地が見込まれ、発電施設の建設から管理・運用に当たって専門知

識を有する人材の需要が想定される。 
 

北海道における成長産業の立地動向を踏まえ、企業立地の適地として選択されるよう、道路ネットワ

ークのサービスレベルの向上等を通じて地域の魅力向上を図る。 

 

 

 

  

図９ 工業団地、再 ネポテンシャル リア、道路ネットワーク、物流拠点等の位置図 

（出典：北海道「工業団地台帳」（2022 年）、経済産業省「北海道半導体・電子デバイス 業サプライ ェーン ップ」（2025 年）等より作成） 

図７ 道内港湾の取扱貨物量（割合）（2023 年） 
（出典：国土交通省「港湾統計」より作成） 

図８ 道内空港の取扱貨物量（割合）（2023 年） 
（出典：国土交通省「空港管理状況調書」より作成） 

【国内貨物】 【国際貨物】 
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【事例】道央圏連絡道路の整備による物流効率化、生活環境の向上 
 

道央圏連絡道路は、国際的な交流拠点である新千歳空港、国際拠点港湾苫小牧港、重要港湾石狩湾新

港及び小樽港を結び、道央圏における人流・物流に重要な役割を果たしている。 
 

1999年以降順次開通しており、2024年度末現在、石狩湾新港と苫小牧港間の所要時間は夏期で 26

分（整備前：139分、現在：113分）、冬期で 32分（整備前：156分、現在：124分）の短縮が見

られるなど、苫小牧港等の物流拠点へのアクセス性が向上し、沿線自治体の工場団地の立地件数は増加

を続けている。 
 

また、道央圏連絡道路は、北海道が目標とする「データセンターや次世代半導体等を核としたデジタ

ル関連産業の一大拠点の形成」14を実現するために必要な道路でもある。 
 

Rapidus（株）は 2025年４月から次世代半導体の試作ラインを稼働し、2027年頃の量産開始を目

指している。また、苫小牧市ではソフトバンク（株）及び（株）ＩＤＣフロンティアが大規模な計算基

盤を備えるデータセンターを建設しており、石狩市でも再生可能エネルギーを活用するデータセンタ

ーの立地が相次いでいる。 
 
これらをはじめとするデジタル関連産業の集積に向けては、単に工場やデータセンターを建設する

だけでなく、高度技術者を含む人材の安定確保等を一体的に進めることが重要である。 
 

道央圏連絡道路は、Rapidus（株）の工場が存する千歳市をはじめ、優れた住・教育環境を有する自

治体を経由しており、良好な住環境の提供、通勤範囲の拡大等を通じて従業者の確保にも貢献すること

が期待される。 

 

  

 
14 北海道「デジタル関連産業の集積に向けた推進方針」（2023年）。 

図 10 道央圏連絡道路とデジタル関連産業等の位置図 

＜所要時間の変化（苫小牧港～石狩湾新港）＞ 

＜沿線自治体の工業団地の立地件数の推移＞ 

※石狩開発（株）、南幌町、長沼町、千歳市より聞き取り 
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コラム：北海道におけるデータセンターの立地 

 

北海道では、地理的・気候的な優位性を活かし、国内外からのデータセンターの誘致に積極的

に取り組んでいる。具体的な優位性は以下のとおり。 
 

①  豊富な再生可能エネルギー 

再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは全国で上位を占めており、特に風力発電は全国１位

のポテンシャルを有する。石狩市では再生可能エネルギー100％で運営されるデータセンターが

建設中である。 
 
② 冷涼な気候 

外気によるフリークーリングと雪冷房を活用した場合、東京における一般的な空調と比べ、空

調の消費電力と二酸化炭素排出量を約 90％削減することが可能である。 
 

③ 広大で安価な土地 

本州と比較すると土地が広大で安価である。 
 

④ 北米・欧州との地理的近接性 

東アジアの中では北米や欧州に最も近接しており、今後、国際的な光海底ケーブルの陸揚げが

期待されている。 

  

図 11 データセンターの 地状況 
（出典：北海道「北海道半導体・デジタル関連産業振興ビジ ン」（2024 年）） 
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第４章 地球温暖化対策を先導するゼロカーボン北海道の実現 
 

●現状 ～カーボンニュートラルに重要な位置を占める北海道～ 
 
気候変動問題は、世界各国が取り組むべき喫緊の課題であり、我が国も 2050 年までのカーボンニ

ュートラル実現を目標としている。 
 
我が国のＣＯ２総排出量は 2021年時点で世界５位であり、温室効果ガス削減の目標として「2030

年度において 46%削減（2013年度比）、さらに 50%の高みに向け、挑戦を続ける。また、2035年

度、2040 年度において、それぞれ 60%、73%（2013 年度比）削減することを目指す」15こととし

ている。 
 

北海道では、国内随一の再生可能エネルギー賦存量を背景に「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて

各種施策が展開されており、ＣＯ２排出量の削減とともに、我が国の再生可能エネルギー利用拡大に大

きな役割を果たすことが期待される。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

 
15 環境省「地球温暖化対策計画」（2025年）。 

図１ 世界のＣＯ２排出量 
（出典：全国地球温暖化防止活動推進センター公表資料） 

図２ 再生可能 ネルギーポテンシャルの内訳 
（出典：環境省「再生可能 ネルギー情報提供システム」（2025 年）より作成） 

図３ 一人当たりＣＯ２排出量（産業 き・都道府県別）（2022 年度） 
（出典：環境省「 門別ＣＯ２排出量の現況推計」、総 省「人口推計」より作成） 

北海道の一人当たりのＣＯ２排出量は全国３位であり、全国平均より高い水準 

（t-CO２/人） 
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●主な課題 ～道路交通の効率化・電動化～ 
 

2022年度時点で、我が国のＣＯ２排出量（約 10.85億 t-CO２/年）のうち、道路分野からの排出量

は、道路整備、道路利用、道路管理の合計で約 1.8億 t-CO2/年であり、全体の約 18%を占めている。 
 
北海道の交通に着目すると、都市間距離が長く公共交通機関も限られることから、自動車への依存度

が高く、運輸部門におけるＣＯ2排出量の約 90％を自動車が占めている。 
 

また、寒冷な気候条件や長い航続距離が求められる交通条件に不利なイメージが強い電気自動車（Ｅ

Ｖ）の普及は、全国で最も遅れている。 
 
再生可能エネルギーの活用については、太陽光発電やバイオマス発電に加え、大規模な洋上風力発電

の案件形成が活発になりつつあるが、その導入拡大に向けては、北海道内・道外の需要地への送電網の

強化が重要となる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
自動車（旅客・貨物）だけで約 90％の排出量 

図５ 北海道の運輸 門の輸送機関別ＣＯ２排出量 
（出典：環境省「 門別ＣＯ２排出量の現況推計」より作成） 

    
  

            

      

 

  

  

  

  

  

  

  

  

                     

（台）

１位

全国平均      台

  位   位

北海道は人口１万人当たりの 
ＥＶ普及台数が全国最下位 

図６ 人口１万人当たりのＥＶ普及台数（2023 年） 
（出典：（一社）次世代自動車振興センター「EV・PHEV の補助金交付台数」、総 省「人口推計」より作成） 

図４ 道路 門のＣＯ２排出量 
（出典：国土交通省「道路分野の脱炭素化政策集」（2024 年）） 
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  共創の芽：電力ハイウェイの構築 

 

北海道における再生可能エネルギーの開発

において、広域送電網の容量不足が重要な課題

とされている。道路ネットワークは道内全域を

カバーする公共空間であり、道路空間に送電施

設を収用することで送電網の整備を支援でき

る可能性がある。 
 

近年、こうした「電力ハイウェイ」について

技術的な検討が進められており、道路ネットワ

ークには、人流・物流だけでなく、エネルギー

流通を支える基盤としての活用も期待される。 

 

 

 

《施策１：道路交通の円滑化によるＣＯ２排出量の削減》 
 
自動車の走行に係るＣＯ２排出量は、走行速度により変化する。排出量が少ない速度帯まで走行速度

を向上し、加減速の回数を減らすことで、燃費を改善し排出量を削減できる。サービスレベルの向上に

よって交通を円滑化することは、ＣＯ２排出量の削減に向けた有効な対策となる。 
 

目標サービスレベルの実現による効果を推計すると、ＣＯ２排出量は全道で約 6.5％、44 万 t-CO2

の削減が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図９ 現状と目標サービスレベル実現後のＣＯ２排出量の比較 
（出典：国土交通省「令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査」等より作成） 

図７ 高規格道路区域における送電網の設置イメージ 
（出典：国土技術研究センター「高速道路における天然 スパイプライン

設置に関する技術的課題検討報告書」より作成） 

           

図８ 平均走行速度とＣＯ２排出量の関係 
（出典：国土技術政策総合研究所「道路環境影響評価等に用いる 

自動車排出係数の算定根拠（平成 22 年度版）」より作成） 
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《施策２：道路交通の電動化》 
 

道路交通のＣＯ２排出量削減のためには、自動車の電動化
16を推進することも重要である。そのため

の基盤として充電インフラの整備が必要であり、ＥＶ充電器の設置とＥＶの普及は相互に促進し合う

関係にある。 
 
現在、道内には 1,046か所のＥＶ充電器が設置されているが、特に地方部では「充電空白地域」が

多い。「道の駅」は地方部を中心に立地しており、経路充電の拠点として有力な候補地となり得る。こ

のため、駐車場の一部を設置場所として提供するとともに、管理者等への補助金情報の提供、整備事例

の共有等を行い、設置促進を進めている（2025年４月時点で道内 65駅に充電器が設置済み）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
16 ここでは電気自動車（ＥＶ）として、バッテリー式電動自動車（ＢＥＶ）、プラグインハイブリッド（ＰＨＶ）、燃料電池自動車

（ＦＣＶ）を対象とする。 

図 11 振興局別のＥＶ充電施設の設置間隔 
（出典：ＧｏＧｏＥＶ ームページより作成） 

北海道は道路延長 100km 当たりの 
急速充電器の設置台数が全国最下位 

図 12 道路延長 100km 当たりの急速充電器（CHAdeMO）設置台数 
（出典：ＧｏＧｏＥＶ ームページより作成） 

図 10 北海道のＥＶ充電器の設置箇所 
（出典：（EV 充電器の設置総数）ＧｏＧｏＥＶ ームページより作成） 
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こうした公共施設への充電器設置を呼び水として、寒冷地で使用しやすい車両の開発や低価格化、走

行中ワイヤレス給電等の技術開発動向も見据えつつ、電動化を促進する。 
 

なお、地方部では給油所の減少が問題となっている地域もあり、車両の電動化が有力な対策となる可

能性がある。 
 
また、グリーンスローモビリティやシェアサイクル、電動キックボード等の普及もＣＯ２排出量の削

減が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム：ＥＶの普及による再生可能エネルギーの地産地消 
 

 北海道におけるＥＶの普及は、道内の再生可能エネルギーの開発促進にも効果があると考えら

れる。 
 

 仮に道内の全ての自動車をＥＶに置き換えた場合、その電力需要は約 4,300GWh/年と推計17

され、これは北海道全体の消費電力量（29,065GWh）18 の約 20％に相当する。 
 

 今後、大規模な再生可能エネルギーの開発が期待される北海道においては、ＥＶ充電器や水素

ステーションの設置拡大がエネルギーの地産地消につながるとともに、余剰電力の蓄電によるエ

ネルギー効率の向上にも寄与する可能性がある。 

 
17 「令和３年度 全国道路・街路交通情勢調査」より年間走行距離を算出。ＥＶの電費の平均を７km/kWhとして算出。 
18 資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」より算出。 

図 13 給油所が３か所以下の市町村 
（出典：資源 ネルギー庁公表資料より作成） 
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《施策３：道路管理等に由来するＣＯ２排出量の削減》 
 

道路管理由来のＣＯ２排出量の削減に向けて、道路照明のＬＥＤ化に取り組む。ＬＥＤ照明は従来の

照明に比べて約 80％消費電力が少なく、長寿命であるため、メンテナンスコスト低減や廃棄物削減に

つながる。 
 
2030年度までに、道内の国道の照明を全てＬＥＤ化し、2022年度のＣＯ２排出量の約 50％に相当

する 6,978t-CO2/年の排出量削減を図る。 
 

また、道路敷地内での再生可能エネルギー活用に寄与する技術として、ペロブスカイト太陽電池19や

路面太陽光発電等の技術開発が期待される。 
 
道路整備由来のＣＯ２排出量の削減に向けて、道内建設業における脱炭素への機運醸成を目的とした

「北海道インフラゼロカーボン試行工事」を行っている。ＣＯ２排出量削減に対するインセンティブを

付与し、工事現場の省エネ・創エネ、燃費基準達成建設機械の活用、低炭素な材料の使用等、施工業者

の創意工夫を活かした取組を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  共創の芽：冷熱エネルギーの利用促進 

 

北海道では除排雪に多額の費用を要しており、雪の堆積場の確保等も課題となっている。この

除排雪される雪を民間企業等に冷熱エネルギーとして利用してもらえるような体制を構築する

ことで、ＣＯ２排出量の削減や省エネ化が期待される。 
 

活用可能な雪氷資源量の把握、企業等が利用する際の費用負担等のルールづくりも推進する。 

 

 

 

 

 

 
 

19 ペロブスカイトと呼ばれる結晶構造を持つ化合物を用い塗布や印刷技術で量産でき、ゆがみに強く軽い太陽電池。 

製造過程で排出されるＣＯ２排出量を削減 

図 17 北海道インフラゼロカーボン 
試行工 の 例 

＜バイ  ス樹脂を用いたカラーコーンの使用＞ 

＜道路排雪の利用 例＞ 
 
◆札幌市：道路から排雪した雪を春先に融雪槽に貯蔵し、冷房として利用するシステムが稼  

◆沼田町：国道排雪した雪を籾貯蔵や公 施設、老人 ームの雪冷房として活用 
◆美唄市：排雪を利用したデータセンターの冷却システムが実現 

図 19 運搬排雪の利用イメージ 

図 16 北海道における国道照明の 
ＬＥＤ化によるＣＯ２排出量の目標 

図 18 札幌都心北融雪槽と沼田 雪 センター 

貯雪量 約 10,000ｔ（最大） 

図 15 道路照明の 

寿命（１灯） 
（出典：国交省「ＬＥＤ道路･トンネル照

明導入 イドライン（案）」より作成） 

 

図 14 道路照明の 
消費電力（１灯） 

（出典：使用製品カタロ より作成） 
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第５章 自然共生社会の形成 
 

●現状 ～自然共生社会に重要な位置を占める北海道～ 
 
北海道の豊かな自然環境は独特かつ貴重なものである。津軽海峡が生物分布の障壁となり、本州とは

異なる亜寒帯性の生物相を有しており、国の特別天然記念物に指定されているタンチョウや天然記念

物に指定されているオジロワシ、シマフクロウ、オオワシ等の希少な生物種が生息している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な課題 ～豊かな生物多様性の保全～ 
 

急速な生物多様性の損失を背景に、その回復を目指す「ネイチャーポジティブ」（自然再興）の 2030

年までの実現が国際目標となっている。北海道においても、かけがえのない自然環境を保全し、自然が

有する多様な機能を利用しながら持続可能な地域づくりを進めることが求められる。 
 
北海道内の国道では、平均 7,904件/年のロードキル（動物との交通事故）が発生し、多くの動物の

生命が犠牲となっている。また、生息数が急増しているエゾシカについては、道内のロードキルの約

30%を占め、運転者の負傷等、人的・物的損害の面からも重要な社会問題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆越 期はほとんどの個体が釧路地域に集中分布 
◆全長 140cm、翼開長 240cm 
（日本最大の鳥類） 

＜タン   ＞ 

◆北海道と本州北 で越  
◆全長約 69～92cm、翼開長 200～245cm 

＜ ジロワシ＞ 

＜シ フクロ ＞ 

◆北海道では道東地域を中心に生息 
◆全長 66～69cm、翼開長 180cm 

図１ 北海道の希少種（一 ） 

豊かな森林生態系は、水を蓄え、二酸化炭素を吸収するほか、
土砂崩れの防止や暴風対策等の機能を している 

図２ 斜里町（国道 334 号） 図３ 北海道の国道のロードキル推移（2015～2023 年度） 

＜  ワシ＞ 

◆北海道東 を中心に各地に分散して越  
◆全長約 85～94cm、翼開長 220～250cm 
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《施策１：ネイチャーポジティブの推進》 
 

道路整備に際しては、樹木伐採や地形の改変が避けられない場合があるが、沿道地域の貴重な自然環

境や景観をできる限り保全する。環境アセスメントを含め、事前の慎重な調査を基に道路のルートや構

造において様々な配慮を行い、また再緑化を行うなど、ネイチャーポジティブの視点をもって道路整備

を推進する。 

 

【事例】自然環境に配慮した道路事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事例】国道 238 号 紋別防雪事業 
 
国道 238号紋別防雪事業では、冬期の地吹雪発生による視程障害や交通事故対策として、道路防雪

林整備を計画した。 
 

近隣の既存林（旧鉄道林）は、ハイタカの営巣林として機能するなど、希少鳥類の生育環境として重

要な役割を有していることから、ルート選定にあたり、この既存林を残しつつ防雪林として積極的に活

用することとした。 
 

また、既存林以外の箇所については、沿道の自生種であるトドマツ、アカエゾマツ等、8,858 本を

植樹し、地域本来の樹林帯の復元を目指している。 

 

 

 

 

  

国道 334 号 知 横断道路  国道 230 号 定 渓道路 

◆知 半島（世界自然遺産登録）を横断する唯一の道路 

◆  ワシ等の野生動物と頻繁に遭遇 
◆自然環境への影響を最小限とするため、地形改変を伴 防雪 
切土や防雪盛土、防雪柵、雪崩防止柵、大規模な構造物は未設置  

◆支笏洞爺国 公園の大国 林地帯を横断する道路 

◆伐採する樹木を最小限に抑えるなど環境への配慮を忘れず、 
沿道の自然環境と融合した美しい線形  

図４ 既存林を活用した防雪対策 

国道 238 号 紋別防雪 業 

図５ 植樹状況 
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《施策２：野生動物との共生》 
 

沿道における動物の生息状況、ロードキルの発生状況等のデータを蓄積・分析し、道路の整備・利用

による野生動物への影響を軽減する。対策の方向性としては、道路による生物の生息域分断の回避・軽

減とドライバーに対する注意喚起がある。 
 

（生息域分断の回避・軽減） 
 
道路によって生物の生息域が分断されると、以下のような影響を生じるおそれがある。 
 
◆ 個体の行動圏が分断され狭小化することで生存が困難となる 

◆ 道路の横断を招きロードキルにつながる 

◆ 個体群の交流が阻害され繁殖の機会が減少するなど長期的に生存が困難となる 
 
こうした影響を軽減するため、道路を横断する動物の移動経路を整備するなど、周辺に生息する生物

種の生態に対応した対策を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（希少鳥類への対応） 
 

オジロワシ、シマフクロウ、タンチョウ等への対策としては、走行車両より高空を飛翔して道路横断

させるために、路肩付近に障害物（防鳥ポール等）を設置し、鳥類のロードキルを防止する。また、エ

ゾシカの轢死体に誘引される場合があることから、動物用の侵入防止柵の設置等、エゾシカのロードキ

ル防止をあわせて行うことが必要である。 

 

  

◆ ゾモモン 、カラフトアカネズミ、 ゾリス等の 
移動経路確  

エゾモモンガ等、樹上性の種のため移動用足場設置 

◆ ゾモモン の移動経路確  
◆滑空用柱で森林分断を解消 

◆キ ネの移動経路確  
◆小動物横断用管渠で生息域分断を解消 

◆ニ ンザリ ニの移動経路確  
◆砂利を敷設し、自然に近い環境を提供 

◆コ モリ類の移動経路確  
◆バットボックスを設置しねぐらも確  

バットボックス設置 

図６  コロードの設置状況 

防鳥ポール 

図７ 鳥類のロードキル対策 
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（エゾシカへの対応） 
 

エゾシカのロードキルは、その生息数の増加に伴い全道的に増加しており、体重 100kgを超えるエ

ゾシカとの事故は車両側のダメージも大きく、人身事故になる場合も少なくない。 
 
これらの事故を防止するため、シカの侵入を防止するフェンス（鹿柵）や道路横断施設の設置、運転

者への注意喚起の二面から対策を進めている。 
 

運転者への注意喚起として、ロードキル多発地点における標識・路面標示の設置や「エゾシカ衝突事

故マップ」の公開を行っているが、今後はこれに加え、ロードキルデータを活用しエゾシカの出現が多

い地点を情報提供することで、運転者へ適時にリスクの周知を行う仕組みの導入を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コラム：エゾシカ衝突マップ 

 

北海道開発局が作成したエゾシカ衝突マップは、エゾシカとの共存を目指し、ロードキル事故

の減少を目的としている。本マップをレンタカー会社へ配布することで、観光客を含むドライバ

ーへの注意喚起を促す。また、人が多く集まる施設でのイベント開催やラジオＣＭによる広範囲

への啓発活動、ＷＥＢサイトでの詳細な情報提供等、多角的な啓発活動を展開している。 

 

 

  

図８  ゾシカのロードキル対策 

◆ロードキル多発地点に近づくと、 

カーナビ等で警告表示や 

音声アナ ンスを行い、 

ドライバーに減速や注意を促す 

図９  ゾシカの推定生息数と衝突 故件数の推移 
（出典：北海道警察提供資料より作成） 

図 10 ロードキルデータを活用したリスク周知のイメージ 

図 11  ゾシカ衝突 故 ップ 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 

図 12 WEB サイトでの詳細な情報提供 
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第６章 生産空間の維持・発展を支える人流・物流ネットワークの形成 
 

●現状 ～生産空間の存続の危機～ 
 
北海道の人口密度は全国平均の約５分の１であり、都市間距離が長く、各地域の拠点となる都市に集

積された都市機能を周辺の広い地域で利用する「広域分散型社会」が形成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

●主な課題 ～定住に必要なサービスを享受できる環境づくり～ 
 

北海道内の人口減少は全国に 10 年先んじて進行しており、2050 年には 400 万人弱まで減少する

と見込まれる。高齢化も全国を上回る速度で進行しており、2040年の高齢化率は 40％を超えると見

込まれる。 
 

2020 年時点で人が居住している 19,799 メッシュ20（18,596km2）のうち、約 43％に相当する

8,561メッシュ（8,028km2）では、2050年には無人化するおそれがあると推計されている。 
 

生産空間で暮らす人々が将来にわたり都市・生活サービスを十分に享受し、今後も住み続けるために

は、デジタル技術等も活用しつつ、日常生活の拠点機能を有する「地方部の市街地」や高度医療等の高

次な都市機能・生活機能を提供する「圏域中心都市」へのアクセスを確保する必要がある。 
 

また、北海道新幹線の札幌延伸等を見据え、道内交通のハブとしての重要性が増す札幌中心部から各

地域へのアクセスの円滑化を進める必要がある。 

 

  

 
20 １km四方の区画。 

    

       

      

図１ 生産空間、地方 の市街地、圏域中心都市の分布 

図３ 北海道の将来の人口分布 
（出典：総 省「国勢調査」、国土数値情報「1km メッシュ別将来推計人口（2018 年国政局推計）」等より作成） 

【2010 年】 【2050 年】 【2020 年】 

50人未満 (16,547)

50人以上 (4,732)

50人未満 (15,647)

50人以上 (4,152)

50人未満 (8,116)

50人以上 (3,122)

図２ 全国と北海道の総人口及び生産年齢人口比率の推移 
（出典：総 省「国勢調査」、国 社会 障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」等より 

作成） 
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《施策１：生産空間の定住環境を維持・改善するための道路ネットワークの整備》 
 

食料生産は実際に生産空間に住み続ける、観光は実際に生産空間に行くなどの「リアル」を前提に成

立しており、道路ネットワーク等のリアルな移動を支えるインフラ整備が重要である。 
 
生産空間で暮らす人々が将来にわたり住み続けられる環境を維持するため、道路ネットワークのサ

ービスレベルを高める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療、買い物等の生活に必要なサービスを提供する病院、商店等の施設は、「圏域中心都市」「地方

部の市街地」等の都市階層に応じて立地しており、それぞれのサービスについて施設の立地状況は似て

いる。ここでは代表して医療、特に「通院（第三次医療施設）」と「分娩」を例に整理する。 
 

2020年の国土数値情報に基づく医療施設の分布状況は下図のとおりである。2014年の国土数値情

報と比較すると、病院は 597か所から 550か所に減少し、診療所は 2,900か所から 2,984か所に増

加している。 

 

  

図６ 病院及び診療所の分布図 
（出典：国土交通省「国土数値情報」（2020 年）より作成） 

図４ 農業就業者一人当たりの農業産出額 

（出典：農林水産省「市町村別農業産出額」（2022 年）、総 省「国勢調査」

（2020 年）等より作成） 

図５ 漁業就業者一人当たりの漁業生産額 

（出典：北海道「水産統計」（2022 年）、総 省「国勢調査」（2020 年）等より

作成） 

図７ 分娩可能施設の分布図 

（出典：国土交通省「国土数値情報」（2020 年）より作成） 

※限られた受診日時、経産婦の の受け入れ等の 

条件が付く施設も含まれている 
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（１）高度な検査・手術等を伴う通院（第三次医療施設） 
 

厚生労働省の調査21では、片道の通院にかけられる時間として、手術・検査等を受ける大きな病院は

「60分以内」との回答が多い。これを踏まえ、「第三次医療施設へ 60分以内にアクセス可能」を一

つの目安とすると、目標サービスレベルを実現することにより、第三次医療施設からの 60分カバー圏

（60分以内に到達可能な有人メッシュの割合）は約 50％から約 57％に増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）分娩 
 

こども家庭庁・厚生労働省の資料22では、「遠方の分娩」を最寄り分娩施設まで概ね 60分以上かか

る場合としている。これを踏まえ、「分娩施設へ 60 分以内にアクセス可能」を一つの目安とすると、

目標サービスレベルを実現することにより、分娩施設からの 60 分カバー圏は約 84％から約 90％に

増加する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの指標も 100％には及ばないが、サービスレベルの更なる向上や、訪問医療やデジタルを活

用した遠隔医療の推進等のサービス提供の工夫もあわせて、生産空間における生活環境の改善を進め

る。 

 
21 厚生労働省「片道の通院・通所にかけられる最大時間にかかる意識調査」（2019年）。 
22 こども家庭庁・厚生労働省「妊婦に対する遠方の分娩取扱施設への交通費及び宿泊費支援事業実施要綱」（2024年）。 

図８ 第三次医療施設からの 60 分カバー圏の変化 

図９ 分娩施設からの 60 分カバー圏の変化 

※限られた受診日時、経産婦の の受け入れ等の 

条件が付く施設も含まれている 

＜時間短縮効果が大きい地域の例＞ 
 
中川町： 81.0 分 → 56.1 分 （－24.9 分） 
江差町： 80.2 分 → 53.7 分 （－26.5 分） 

＜時間短縮効果が大きい地域の例＞ 
 
倶知安町： 92.1 分 → 59.9 分 （－32.2 分） 
浜 中 町： 80.7 分 → 55.3 分 （－25.4 分） 
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コラム：高規格道路による定住環境維持の効果（医療サービスの利便性向上の例） 

 

帯広・広尾自動車道は、帯広ジャンクション（ＪＣＴ）を起点とし、中札内村、更別村、大樹

町を経由して広尾町に至る高規格道路である。2003年に帯広ＪＣＴ～帯広川西が初めて開通し、

以降、順次開通している。 
 

2015年に更別～忠類大樹間が開通したことにより、帯広市から大樹町への移動時間が更に短

縮し、出張医師の診療時間が確保され、大樹町内の病院で新たに皮膚科が開設された。 
 
これにより、大樹町民が往復約２時間半をかけて帯広市内の病院に通院していた負担が解消さ

れ、医療サービスの利便性が向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 10 帯広・広尾自動車道の開通による医療サービスの利便性 上 
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コラム：救急医療を支える取組 ～ドクターヘリのランデブーポイントの登録～ 

 

北海道では、４つの基地病院でドクターヘリ（医師・看護師を乗せて傷病者のもとへ向かう救

急医療用ヘリコプター）を運用中である。その年間出動件数は 1,000件を超え、広大な北海道の

救急医療を支えている。 
 

ドクターヘリの運用に当たっては、ランデブーポイント（救急車とドクターヘリが合流する場

所）が必要であり、特に北海道では冬期でも運用可能な場所の確保が求められる。 
 
北海道開発局では、除雪ステーション、道路事務所等の日常的に除雪が行われている道路施設

を積極的に登録しており、2023年度末時点で、冬期利用が可能なランデブーポイントへ 15分

以内23にアクセスできる圏域（人口カバー率）は約 83％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
23 ドクターヘリの先進国であるドイツでは、現場に到着するまでの時間目標を 15分程度とすることを州法で定めている。 

道路部門 14%

道路以外 2%

開発局施設

16%

その他

（自治体・民間施設等）

84%

666 か所 

図 13  期利用が可能なランデブーポイントの箇所数 
（2023 年度末） 

図 14  期利用が可能なランデブーポイントへ 15 分以内にアクセスできる圏域 

図 11 ドクターヘリシステムの概要 図 12 北海道のドクターヘリの運航圏 

（除雪された道路事務所での冬期ランデブーポイント利用状況） 

道路施設 14％ 
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《施策２：地域内の交通の維持に向けた支援》 
 

（自動運転技術の早期普及） 
 

ドライバー不足が著しい地方部では、地域公共交通の維持に向け、自動運転技術（特にドライバーが

不要となる「レベル４」自動運転）の早期普及が望まれている。 
 
自動運転の実現には、安全性の向上、地域の理解、事業性の確保が主な課題であり、これらの解決に

向け、2024年度までに道内７市町で実証実験が行われた。 
 
非降雪期の実験では、車載センサが届かない交差点等の死角箇所、通信環境が不安定なトンネル内等

の運行に課題があるものの、概ね安定的な運行が可能であった。一方、降雪期では、視界不良により車

両センサが不作動・誤作動する、雪氷路面により自動制御が困難となる、路肩の堆雪を障害物として検

知するため自動制御が困難となるなどの課題が確認された。 
 

これらの課題に対しては、車両の機能向上（ソフトウェア、センサ等の高度化）、インフラによる支

援等の総合的な取組により解決を目指す。 
 

道路インフラによる支援として、必要に応じて、区画線や防護柵の設置等の走行空間の整備、自動運

行補助施設（磁気マーカ等の路面施設、路車協調システム）の占用許可等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域公共交通のリ・デザイン） 
 

近年、地域公共交通が厳しい状況に置かれている中、全国各地で「地域公共交通のリ・デザイン（再

構築）」の取組24が進められている。 
 

持続可能な公共交通の実現のためには、地域ぐるみで地域公共交通を支えていくことが重要であり、

上記の「自動運転技術の早期普及」を含め、道路管理者として可能な限り支援していく。 

 
24 各自治体が中心となり、地域関係者の連携と協働を通じて、地域公共交通の利便性・生産性・持続可能性を高める取組。 

図 15 上士幌町の実証実験 図 16 苫小牧市の実証実験 図 17 千歳市の実証実験 

図 18 自動運転移動サービスのインフラ支援メニューの例 

（出典：国土交通省道路局 者発表資料） 
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《施策３：「道の駅」等を活用した日常的な生活サービス機能の集約・拠点化》 
 

生産空間における生活の利便性を考えると、診療所や介護施設、日用品を扱う商業施設、金融機関等

が一定の範囲内に集約・拠点化されている状態が望ましい。 
 

（道の駅の活用） 
 
例えば、湧別町にある道の駅「かみゆうべつ温泉チューリップの湯」では、「道の駅」区域内に温泉

施設や図書館等を備えた文化センターが存在し、周辺住民等の生活を支えている。 
 
また、道外の事例としては、京都府南丹市において、道の駅「美山ふれあい広場」を核に診療所、保

健福祉センター等の多様なサービスをワンストップで提供し、市街地から約 30km 離れた位置にあり

ながら、日常的な生活サービスを気軽に受けられる環境が整っている。 
 

「道の駅」は 2020年度から「第３ステージ」に突入し、休憩機能・情報発信機能・地域連携機能の

ほか、地方創生・観光を加速する拠点、地域防災・広域防災の拠点としての役割も期待されている。 
 

北海道に 129ある「道の駅」は生産空間に多数立地しており、その中には、まちの内外から人が集

まる地域の拠点としてのポテンシャルを有しているものも多く見られる。 
 
今後、「道の駅」は、各市町村のまちづくりにおける戦略的な拠点として位置づけられ、ＰＰＰ／Ｐ

ＦＩ等の民間の力も活用しながら、生産空間における生活の拠点としての機能を備えていく可能性が

ある。地域との共創の中でこうした動きを積極的に支援していく。 

 

 

 

  

図 21 道の駅「美 ふれあい広場」周辺のサービス施設 
（出典：京都府南丹市公表資料） 

図 19 生産空間等と道の駅の位置図 図 20 道の駅「か ゆ べつ温泉 ューリップの湯」 

のサービス施設 

 

図 22 「道の駅」第３ステージの姿と 体的な取組 

（出典：国土交通省道路局 HP） 
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コラム：定住の条件 

 

2023年度、大樹町の町民を対象にアンケート調査を行い（調査対象：全町民約 5,000人（約

2,600世帯）、回答者数：189人）、定住を促進するために重視すべき事項を確認した。 
 

回答者の約 78％が定住意向を持っている一方、約 38％が「将来転出が必要」「定住したいが

転出せざるを得ない場合が想定される」という結果になっている。 
 
転出せざるを得ない状況になるときの理由として以下の回答が多く見られ、定住促進の取組を

進める上で交通環境の改善が重要であることが分かる。 

 

① 公共交通の利便性が低いとき 

② 遠隔地にいる人に対し介護が必要であるとき 

③ 最寄りにスーパー等の生活を支えるサービスを提供する施設がないとき 

④ 道内の大きな都市へのアクセスがしにくいとき 

⑤ 最寄りに病院等の保健福祉サービスを提供する施設がないとき 

 

 

  

図 26 転出せざるを得ない状況になるときの理由 図 25 現在の定住意 、今後の定住見   

図 23 大樹町の人口の推移 
（出典：住 基本台帳より作成） 

図 24 大樹町の人口増減率（2018 年比）の推移 
（出典：住 基本台帳より作成） 
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《施策４：交通の要衝としての札幌の機能強化》 
 

札幌都市圏は北海道全体に及ぶ中枢管理機能等の高次都市機能を有しており、北海道においてグロ

ーバルに飛躍する産業を展開していくためには、札幌が国内外からヒト・モノ、情報等を引きつけ、国

際的な活動の拠点にふさわしい都市機能を発展させることが重要である。 
 
北海道新幹線の札幌延伸を見据え、高速バスのゲートウェイでもある札幌市から道内各地への円滑

なアクセス環境を目指し、都心部における複合的な事業を推進する。 
 

札幌駅の交通結節機能の充実に向けて、新たなバスターミナルの整備により、道内各地を結ぶ高速バ

スへの快適な乗継環境と円滑なバスの発着を実現する。あわせて国道５号「創成川通」の整備を推進し、

札幌市をはじめとする都心部から高速道路ネットワークに直結する交通軸を形成する。このほか、札幌

駅周辺、創成東地区における交通基盤・都市基盤整備等により、札幌の都市機能の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 27 札幌駅周辺の将来の姿 
（出典：北海道開発局・札幌市「札幌駅交通ターミナルの 業計画」（2023 年）） 

図 29 創成川通の整備イメージ 図 30 新たな公 交通のイメージ 
（出典：札幌市「第７回札幌市公 交通  会」（2024 年）） 

 

図 28 高速バスのゲート ェイ 
（出典：北海道運輸局「数字で る北海道の運輸 令和６年版」、 

各バス会社ＨＰより作成） 

50便/日未満

50便/日以上
100便/日未満

100便/日以上
200便/日未満

200便/日以上

札幌

室蘭・伊達・登別
28便/日
約2.7h

函館
20便/日
約6.2h

帯広
32便/日
約3.9h

網走・北見・遠軽・紋別
36便/日
約5.5h

富良野
14便/日
約2.6h

滝川
12便/日
約1.8h

留萌・羽幌・豊富
20便/日
約3.7h

浦河・えりも
12便/日
約3.8h

稚内・枝幸
14便/日
約5.9h

旭川・名寄
74便/日
約2.2h

釧路・根室
18便/日
約6.0h

岩見沢・
三笠・栗山
75便/日
約0.9h

小樽・岩内・
ニセコ・積丹
174便/日
約1.4h

新千歳空港
271便/日
約1.2h

苫小牧
31便/日
約1.7h

札幌に集中
75％

札幌発着便が
大部分を占める

77％

都市間バスの運行系統キロ構成

都市間バスの運行系統構成

凡 例

： 高規格道路（供用中）

： 高規格道路（ 業中）

： 高規格道路（調査中）

： 国道



      

 

48 
 

第７章 安心・安全に住み続けられる強靱な国土づくり 
 

●現状 ～北海道の自然災害リスクと加速するインフラ老朽化～ 
 
近年、気候変動に伴い、降雨の局地化や集中化、記録的な降雪が発生しており、今後さらに水害、土

砂災害等が激甚化・頻発化することが懸念されている。特に北海道は、国内他地域と比べて気候変動の

影響による降雨量の増加率が大きくなると予測されている。降雪についても、北海道の内陸部では、10

年に一度の大雪といった極端な降雪が将来増加すると予測されている25。 
 
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の発生も切迫（千島海溝で発生するＭ8.8以上の地震の 30年以

内の発生確率：７～40％）しており、北海道においても太平洋沿岸地域を中心に甚大な被害をもたら

す可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、高度経済成長期から集中的に整備されてきたインフラの老朽化も急速に進展している。

2024年時点で建設後 50年を経過している橋梁は全体の 40％で、10年後は 55％、20年後は

68％となる。 

 

 

 

 

  

 
25 環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート」（2018年）。 

図１ 北海道における１時間降水量 30mm 以上の年間発生回数 
(出典：札幌管区気 台「１時間降水量 30mm 以上の短時間強雨発生回数」 

より作成) 

北海道は、全国の他の地域と比べて
気候変動の影響が大きく、世界の平均
気温が２℃上昇した場合の降雨量が
1.15 倍、４℃上昇した場合は 1.4 倍に
なると試算され、将来における降雨量
の変化倍率が大きくなる傾  

図２ 地域区分毎の降雨量倍率変化 

(出典：国土交通省「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言 （2021 年改訂）) 

図３ 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による最大クラスの震度分布 

(出典：内閣府 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会 

「強震断層モデルの強震動生成域の分布と震度分布」（2022 年）） 

より北海道局作成) 

※津波が発生した場合に特に著しい
津波災害が生じるお れがあり、
津波避難対策を特別に強化すべき
地域（北海道では 39 市町が指定） 

図４ 道内 39 市町（特別強化地域）で想定される最大津波高 
(出典：内閣府「地震防災対策推進地域・津波避難対策特別強化地域」、 

北海道防災会  地震火 対策 会 地震専門委員会 

「北海道太平洋沿 の津波浸水想定の公募について」（2018 年）） 

図６ 建設後 50 年以上の橋梁数の将来推移（橋長２m 以上）（北海道開発局管理） 図５ 架設年次別の橋梁箇所数分布（北海道開発局管理） 

20 年後 10 年後 
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●主な課題 ～災害時や冬期でも安全・安心な道路環境の整備 
 

北海道内の国道で発生する通行止めの約 50％は雪害、約 30％は豪雨が原因であり、道路施設の局

所対策等の道路構造の対応により危険箇所を解消し、通行止めリスクを減らす取組を進める。 
 
広域分散型の地域構造で道路ネットワークの密度26が低い北海道では、通行止めにより迂回や孤立が

発生した場合の社会的影響が大きく、基幹的な道路ネットワークの強靱化や、ダブルネットワーク27の

構築による代替性確保の重要性が高い。 
 

また、人口減少や高齢化が進む中、持続可能な道路の維持管理に向けて、予防保全型メンテナンスへ

の転換、デジタル技術の活用による作業効率化、労働環境の安全性向上等を進める必要がある。 

 

【事例】高規格道路と国道のダブルネットワーク効果の発揮  
 

2016年８月の台風による国道 274号日勝峠の被災時には、並行する道東自動車道において被災確

認後直ちに応急復旧作業に着手し、24時間以内に緊急車両の通行を確保しており、被災地の復旧支援

に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 
26 面積当たりの道路延長。 
27 主要な都市等を結ぶ重要な道路に、あらかじめ並行する道路を整備し、ルートを多重化すること。 

北海道
14,653
25%

北海道外
44,696

75%

図７ 高規格道路と国道のダブルネットワーク効果の発揮（2016 年８月の台風における 例) 

＜通行止め時間内訳(北海道／北海道外)＞ 

＜通行止め時間内訳（北海道）＞ 

図８  轄国道の通行止め状況（2019～2023 年度） 

図９ 道内産業別 60 歳以上就業者率の推移 

(出典：総 省「国勢調査」より作成) 

建設業の 60 歳以上構成比は全産業平均を上回って推移 

豪雪・雪崩・
地吹雪・路面凍結

6,928 47%

豪雨
3,956
27%

波浪
562
4%

 の他
3,194
22%
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《施策１：「救援する道路ネットワーク」の整備》 
 

地震・津波をはじめとする大規模災害時には、避難・救援等のために発災直後から道路ネットワーク

が機能することが重要である。このため、災害発生時に道路施設の被害を最小限とする事前防災対策を

行っており、引き続き、過去の被災事例を踏まえた点検等により優先すべき要対策箇所を抽出し、道路

施設の強靱化を進める。 
 

（橋梁の耐震化） 
 
橋梁の耐震化については、①1995年の阪神淡路大震災での被害を踏まえた「落橋・倒壊等の甚大な

被害を防止する対策」、②2016年の熊本地震を踏まえた「被災後に速やかな機能回復が可能となる耐

震補強等の対策」の２段階で対策を行っている。道内の緊急輸送道路の国道では、①の落橋防止対策を

完了し、②について緊急輸送道路等の重要な橋の耐震補強を進めている。 
 

今後 30年間に震度６弱以上の発生確率が高い地域では、この対策を 2024年度に完了したが、その

他地域では対策未了の橋梁が残っている。今後、北海道道路啓開計画（後述）における広域移動ルート

上の橋梁を優先的に対策し、道路ネットワークの耐震性向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（道路盛土のり面の防災対策） 
 

令和６年能登半島地震では、緊急輸送道路である能登自動車道の盛土区間で大規模崩壊が多数発生

し、人員・物資輸送に影響が生じたことから、類似する集水地形上の高盛土箇所の点検によって要対策

箇所を抽出し、対策を進める。 
 

 

 

 

日高自動車道では、②の耐震性能を備
えた橋梁であったため、2018年胆振東 
地震の際にも、軽微な損傷（段差）にとど
まり、早期の交通開放が可能となった 

図 10 耐震化による効果（胆振東 地震の際の日高自動車道） 

図 11 橋梁の耐震対策 例（士狩大橋（芽室町）） 

図 13 能登半島地震における大規模崩壊（能登自動車道） 

（出典：国土交通省「令和７年度 道路関係予算概要」） 

図 14 能登半島地震を踏まえた道路盛土のり面防災対策のイメージ 
（出典：国土交通省「令和７年度 道路関係予算概要」） 

図 12 広域移動ルートにおける耐震補強対 橋梁の分布 



      

 

51 
 

（災害時の救援に寄与する高規格道路の整備） 
 

道路施設の強靱化とあわせて、道路が被災した際にもダブルネットワークにより交通機能が確保さ

れるよう、高規格道路の整備を推進する必要がある。 
 

2024 年 12 月に道東自動車道（本別～釧路）が全線開通し、札幌と釧路が高規格道路で直結した。

釧路地域では、大規模地震による津波発生の際に市街地や国道等への浸水が想定されているが、津波浸

水エリアを位置・高さにより回避した高規格道路を通じて被災地への緊急物資の輸送等が可能となり、

復旧活動の軸となる道路ネットワークが構築された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、2024年度末の北海道の高規格幹線道路の整備率は約 70％にとどまっている。太平洋沿岸を

走る日高地方の国道 235号、根室地方の国道 44号等は津波による浸水が想定されており、津波に対

して浸水しない高規格道路の整備推進が急務となっている。 

 

図 15 道東自動車道（阿寒 IC～釧路西 IC）の開通による効果 

津波浸水 リアを回避した大規模災害時の 
確実な緊急輸送道路を確  
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《施策２：道路啓開計画の実効性の向上》 
 

東日本大震災では、被災者の命を救い、被災地に緊急物資を届けるルートを確保するため、内陸から

沿岸部の被災地域に向け緊急車両の通行ルートを切り啓く「道路啓開」（「くしの歯」作戦）を実践し、

発災直後の救援活動や応急復旧に大きく貢献した。 
 
北海道では、太平洋・日本海・オホーツク海側の３つに分けて道路啓開計画を策定しており、人命救

助で生存率が大きく変化する「72時間の壁」を意識して、啓開拠点やそこに至るルートを設定し、啓

開作業の進め方を定めている。 
 

計画の実効性を高めるため、啓開に従事する作業会社の設定や保有する資機材を基にした啓開班の

編成等の具体的な検討や訓練を行っている。また、令和６年能登半島地震の教訓等から 2025 年４月

に道路法が改正され道路啓開計画が法定化されたことを踏まえ、被災状況（盛土崩壊等）に対応する代

替の啓開ルートの設定や、自衛隊等と連携し、海路・空路からのアクセスによる迅速な啓開作業等につ

いて具体的な検討を進めるとともに、訓練等を通して把握された課題や対応方針を計画にフィードバ

ックすることにより、計画の更なる実効性向上を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  共創の芽：道路啓開拠点～セコマグループの配送拠点を啓開拠点として活用～ 

 

道路啓開作業を行うためには、被災地へ進出するための拠点となる場所をあらかじめ設けてお

く必要がある。2022年、セコマグループと北海道開発局釧路開発建設部は、津波等の大規模災

害時に釧路配送センターの一部を道路啓開拠点として使用する協定を締結した。釧路配送センタ

ーは道東自動車道の阿寒ＩＣに近接しており、甚大な津波被害が想定される釧路市街地等での啓

開作業のための応援部隊の基地や物資・資機材の集積所、燃料の給油等、啓開拠点として重要な

役割を担う。2024年には現地で非常参集訓練を行い、関係機関の連携強化を図るなど、災害に

備えた取組を進めている。 
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広域進出拠点
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広域進出拠点

おおむね24時間
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＜道路啓開のイメージ＞ 

図 16 道路啓開ルートのイメージと啓開目標 

（（株）セイコーフレッシュフーズ 
釧路配送センター） 

（訓練の実施状況（2024 年）） 
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《施策３：異常気象への対応》 
 

（豪雨、豪雪による通行規制） 
 

土砂崩れや落石等の危険箇所については、点検結果を基に防災事業を進めている。一方、多数の箇所

で対策を完了するまでには多大な時間と費用を要することから、それまでの間も、通行規制により道路

交通の安全を確保することが必要である。  
 
北海道開発局では、大雨による土砂崩れや落石等のおそれがある箇所について、雨量等の規制基準を

定め、災害が発生する前に通行止めとする事前通行規制区間（18区間）を設定している。また、冬期

については、数年に一度の猛吹雪等が予想される場合に、車両の大規模な立ち往生による通行止めの長

期化を防ぐため、予防的通⾏規制区間（26区間）を設定している。 

 

【事例】道東自動車道等の予防的通行規制 
 

2025 年 2 月に十勝地方で発生した大雪では、降雪が本格化する前の 3 日 22 時から道東自動車道

を含む峠部等の 6 路線 12 区間で予防的通行止めを行った。帯広測候所では翌日 9 時までの 12 時間

降雪量が観測史上１位となる 120cmの降雪があったものの、幹線道路上の大規模立ち往生を未然に防

ぎ、天候回復後早期に交通開放を行うことで住民生活や社会経済活動への影響を最小限にとどめた。 

 

 

 

 

 

 

（通行止め等の情報発信方法） 
 

暴風雪・大雪時には「人命を最優先に、幹線道路上の大規模な車両滞留を徹底的に回避する」という

基本方針のもと、早い段階で躊躇のない通行止めを行っている。一方で、幹線道路の通行止めを受け、

周辺の市町村道等へ迂回した車両のスタックも発生しており、情報発信の方法には工夫が必要である。 
 

運転中のドライバーが通行止め等のリアルタイムの道路交通情報を収集するのが困難であることを

踏まえ、現在、日本道路交通情報センター（ＪＡＲＴＩＣ）と連携し、ラジオ放送等によりドライバー

に最新情報を提供している。今後、ドライバーにリアルタイムの道路交通情報を伝えるメディアの多様

化（自治体発信のエリアメール、道路管理者発信の予告情報の拡充等）の取組を進める。 

 

 

 

 

  

図 17 予防的通行止め 
（2025 年２月３日 22 時） 図 19 国道 274 号日勝峠の集中 雪の状況 

図 20 情報発信の取組のイメージ 

図 18 国道 274 号日勝峠における降雪状況 
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《施策４：持続可能な道路維持管理の実現》 
 
道内の国道（全国の約 30％に当たる約 6,900km）には、管理する橋梁が 4,406 橋 、トンネルが

279 本ある28ほか、積雪時に走行車線の位置を示す道内特有の固定式視線誘導柱（矢羽根）が約 9 万

基、標識や道路照明等を加えた道路附属物の総数は約 24万基にのぼり、これらの道路施設の老朽化が

重要な課題となっている。 
 
地下埋設物の損傷に起因する道路陥没を防ぐためには、上下水道等の占用物件の管理者と連携した

取組が重要である。 
 

全域が積雪寒冷地特別地域に指定されている北海道では、道路を常時良好な状態に保つために冬期

の除雪や融雪期の舗装損傷への対応も不可欠である。 
 

人口減少、高齢化が進む中、持続可能な維持管理の実現のため、計画的な修繕や省力化の取組を進め

ていく必要がある。 
 

（橋梁の老朽化対策） 
 

効率的に道路の健全性を維持するためには、損傷が進んでから修繕を行う「事後保全型」から、損傷

が軽微なうちに修繕を行う「予防保全型」の維持管理への転換が重要である。2014年に法定化された

5年毎の橋梁点検・診断は、2023年度に 2巡目が完了した。事後保全となる判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁数

は、1巡目点検より着実に減少している。予防保全への移行に向け、判定区分Ⅲ・Ⅳの対策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（点検・診断への新技術導入（舗装）） 
 
北海道開発局では、2023年度より、ＡＩを活用した舗装点検・診断の本格運用を開始した。これに

より、従来点検に比べ約 70％の費用縮減、約 80％の省力化が期待される。今後、蓄積されるデータを

活用したさらなる技術の効率化・高度化の好循環を推進する。  

 

 

 

  

 
28 「令和５年度道路メンテナンス年報」（2024年８月） 

図 21  後 全と予防 全のサイクル（イメージ） 図 22 判定区分毎の橋梁数と割合 
（北海道開発局管理） 

※四捨 入の関係で合計が 100％にならない場合がある 

図 23 ＡＩを活用した舗装点検・診断 

※2022 年度の試行結果（対 路線 15 路線、対 区間約 695km で実施） 
  従来点検（目視または機械を用いた点検）は、1巡目点検（2017～2021）の実測値平均 
  ＡＩ点検は、試行箇所の平均値より掲  

図 24 ＡＩを活用した舗装点検・診断によるコスト縮減・省力化（試行結果） 
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（除雪機械のワンマン化、自動化） 
 

除雪作業には多くの除雪機械29とオペレーター等の人員が必要である。道内の国道では、1,000台以

上の除雪機械を配備して除雪作業を行っており、年間の延べ作業延長は約 500万 kmに及ぶ。また、

除雪機械の多くは、オペレーターと安全確認等を行う助手の２名体制で運用しており、機械操作だけで

も約 2,000人の人員が必要となっている。 
 
現在、高齢化による体制の確保が課題であり、産学官民が連携したプラットフォーム「i-Snow」に

おいて除雪機械のワンマン化に向けた取組を進めている。その成果である除雪装置自動制御機械は、

2022年度からロータリ除雪車について実働配備を開始しており、順次適用機械を拡大していく。 
 

今後、人口減少や高齢化が進む中でも、機械操作･運転の自動化により冬期道路交通の確保に不可欠

な除雪サービスを維持できるよう取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共創の芽：点検・診断への新技術導入（道路附属物） 

～北大との連携協定に基づくインフラ管理のイノベーション「NORTH-AI/Eye」の推進～ 

 

道路附属物の点検・診断については、北海道大学と連携し「ドローンによる点検」と「ＡＩに

よる診断」の研究を進めている。診断に用いるＸＡＩ（Explainable AI：説明可能なＡＩ）は、

ＡＩがどの領域に着目して評価したのかを明確にすることにより、高い信頼性が担保されるもの

である。現在、ＸＡＩで「腐食」「変形・欠損」を検出した上、ＶＬＭ（大規模視覚言語モデル）

で損傷程度の評価を出力する枠組みを構築しており、引き続き、ＡＩ診断精度の向上や他の損傷

（ゆるみ・脱落等）への拡張を進める。 

 

 

  

 
29 車道除雪のための除雪トラック、排雪や雪で狭くなった道路幅を広げる際に使用するロータリ除雪車、歩道除雪のための小型除

雪車等。 

図 25 省力化のイメージ（ 雪機械のワン ン化） 
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あとがき 

 

 ９期計画で掲げた目標を実現するためには、北海道開発局、地方公共団体、ＮＰＯ、企業、教育機関

等による「共創」のもと、施策の具体化・実現化に向けて、更なる検討を進めていく必要がある。 

 

また、本書に掲載した施策には、自動運転技術の発達や再生可能エネルギーの開発に伴うエネルギー

輸送の方法等、将来を十分に見通せていない分野もある。こうした点を含めて、ここに示した施策は社

会環境等の変化に応じて不断に見直し、改善していくべきものである。 

 


